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2021年度(第71回)全国工作責任者大会

〔特別講演〕 

Ⅰ「ボイラー及び圧力容器の安全行政の動向」

厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課

　副主任中央産業安全専門官　　増岡宗一郎　氏

2021年11月25日

一般社団法人 日本ボイラ協会

Ⅱ「宇宙探査における物質・材料科学」

宇宙航空研究開発機構（JAXA）宇宙科学研究所

　　　　学際科学研究系　教授　　稲富　裕光　氏
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■11月26日（金） 会場　：　ホテルニューオータニ博多

　開会の辞

　挨　　　拶

　祝　　　辞

　祝　　　辞

　祝　　　辞 経済産業副大臣

　祝　　　辞

　歓迎の辞

　ボイラー管理優良事業場

　優良ボイラー技士等

　技術高度化奨励賞

　第50回全日本ボイラー溶接士コンクール入賞者

　功労賞

　感謝状

休　　　　憩

　 １．「当面の安全行政について」　

　　　厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課長　　安達　　栄 氏

2．「ふくや版　地域との関わり方

　　　株式会社ふくや　代表取締役会長　　川原　正孝 氏

　　　第4部

　　　　　　　1.研究発表３題　　　　　　　　（14時00分　～　16時30分）

　　　　　　　　会　場：　3階　「芙蓉・雅」　

            　2.パネルディスカッション　　　（14時00分　～　16時30分）

　　　　　　　　会　場：　3階　「芙蓉・華（全）」

　　　　　　　　テーマ：「2050年カーボンニュートラルと産業用ボイラー」

第第５５９９回回  全全日日本本ボボイイララーー大大会会　　次次第第

　　　　　　　　　　　　　特別講演（12時40分　～　13時40分）

　　　第3部　特別講演（11時15分　～　11時40分）

福岡県知事　　 

　昼　食　休　憩

厚生労働副大臣　

（4階　「鶴の間」）

　ボイラー技士顕彰

　　　　～ふくや創業者・川原俊夫の思いを今に繋ぐ～ 」

　　　第2部　表彰式（10時35分　～　11時05分）

　　　第1部　開会式（10時00分　～　10時35分）

一般社団法人日本ボイラ協会　会長

福岡労働局長　

環境副大臣

一般社団法人日本ボイラ協会　福岡支部長
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2021 年度ボイラーデー実施要綱 

 
一般社団法人日本ボイラ協会 

 
１．趣 旨 

我が国では、旧暦の１１月８日を「ふいご祭」として鍛冶屋、鋳物師などが火に対する敬虔な気持ち
を表してきた。一般社団法人日本ボイラ協会では昭和 24 年にこの日をボイラーデーと定め、以来、関
係者がボイラーに対する感謝の念を深めるとともに、安全操業の誓いを新たにしてきた。 

ボイラーに携わる者が忘れてならない重要な使命は、事故の防止、省エネルギー、地球温暖化防止や
大気汚染の抑制であり、これは、設計、製造、据付、運転、整備などすべての分野のボイラー関係者の
努力により達成されるものである。 
ボイラーの⾼性能化や⾃動制御化の進展により、ボイラーの事故は⻑い期間に亘り低い⽔準で推移して
きているが、ひとたび事故が発生すると大きな災害をもたらす危険性が⾼いことに変わりはない。その
ため、重要なことはボイラー及びその周辺設備の製造、取扱い作業に伴うリスクを想定し、機能安全や
制御による安全への⾼度化に引き続き取組むことである。 

省エネルギーについては、燃焼技術や制御技術の⾼度化による⾼性能ボイラーを含む設備や機器の普
及拡大を図り、きめ細かな熱回収、熱利用等により、蒸気の生成段階から使用過程まで⾼効率化を図る
ことが重要である。 

地球温暖化の防止については、我が国が 2016 年 11 月に批准した「パリ協定」を基に、引き続き太陽
光、風力等の⾃然エネルギーやバイオマスなどの再生可能エネルギーへの転換を促進し、温室効果ガス
の排出量抑制への更なる強化が求められている。 

これらの状況に鑑み、省エネルギー、地球温暖化防止や大気汚染の抑制など社会の要請に応えること
を念頭にボイラーを運転するとともに、今年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、①密閉空間、②密集場所、③密接場面という条件が同時に重なる場を避け、職場内外での感染防止
⾏動を徹底しながら、ボイラーを取り扱う者はもとより近隣の住⺠の生命を守る安全管理の徹底と、安
全・安心を目指した事故防止対策を的確に推進することが重要である。 
このような観点から 2021 年度のボイラーデーは 
 

「安全意識とエコ意識 地球に寄り添うボイラーの未来」 

 
をスローガンとして展開することとする。 

ボイラーデーを契機として、関係者がボイラーを取り巻く状況について認識を新たにするとともに、
ボイラーの事故防止、省エネルギー、地球温暖化の防止、大気汚染の抑制の取組みを強化し、我が国産
業の発展、地球環境の保全に資することとする。 

 
２．期    日  2021 年 11 月８日 

 

３．主   唱   者  一般社団法人 日本ボイラ協会 

01_プログラム-要綱.indd   201_プログラム-要綱.indd   2 2021/11/09   17:31:482021/11/09   17:31:48



2021 年度ボイラーデー実施要綱 

 
一般社団法人日本ボイラ協会 

 
１．趣 旨 

我が国では、旧暦の１１月８日を「ふいご祭」として鍛冶屋、鋳物師などが火に対する敬虔な気持ち
を表してきた。一般社団法人日本ボイラ協会では昭和 24 年にこの日をボイラーデーと定め、以来、関
係者がボイラーに対する感謝の念を深めるとともに、安全操業の誓いを新たにしてきた。 

ボイラーに携わる者が忘れてならない重要な使命は、事故の防止、省エネルギー、地球温暖化防止や
大気汚染の抑制であり、これは、設計、製造、据付、運転、整備などすべての分野のボイラー関係者の
努力により達成されるものである。 
ボイラーの⾼性能化や⾃動制御化の進展により、ボイラーの事故は⻑い期間に亘り低い⽔準で推移して
きているが、ひとたび事故が発生すると大きな災害をもたらす危険性が⾼いことに変わりはない。その
ため、重要なことはボイラー及びその周辺設備の製造、取扱い作業に伴うリスクを想定し、機能安全や
制御による安全への⾼度化に引き続き取組むことである。 

省エネルギーについては、燃焼技術や制御技術の⾼度化による⾼性能ボイラーを含む設備や機器の普
及拡大を図り、きめ細かな熱回収、熱利用等により、蒸気の生成段階から使用過程まで⾼効率化を図る
ことが重要である。 

地球温暖化の防止については、我が国が 2016 年 11 月に批准した「パリ協定」を基に、引き続き太陽
光、風力等の⾃然エネルギーやバイオマスなどの再生可能エネルギーへの転換を促進し、温室効果ガス
の排出量抑制への更なる強化が求められている。 

これらの状況に鑑み、省エネルギー、地球温暖化防止や大気汚染の抑制など社会の要請に応えること
を念頭にボイラーを運転するとともに、今年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、①密閉空間、②密集場所、③密接場面という条件が同時に重なる場を避け、職場内外での感染防止
⾏動を徹底しながら、ボイラーを取り扱う者はもとより近隣の住⺠の生命を守る安全管理の徹底と、安
全・安心を目指した事故防止対策を的確に推進することが重要である。 
このような観点から 2021 年度のボイラーデーは 
 

「安全意識とエコ意識 地球に寄り添うボイラーの未来」 

 
をスローガンとして展開することとする。 

ボイラーデーを契機として、関係者がボイラーを取り巻く状況について認識を新たにするとともに、
ボイラーの事故防止、省エネルギー、地球温暖化の防止、大気汚染の抑制の取組みを強化し、我が国産
業の発展、地球環境の保全に資することとする。 

 
２．期    日  2021 年 11 月８日 

 

３．主   唱   者  一般社団法人 日本ボイラ協会 

01_プログラム-要綱.indd   301_プログラム-要綱.indd   3 2021/11/09   17:31:482021/11/09   17:31:48



 
４．後   援   者  厚生労働省  環境省 経済産業省 
 
５．協   賛   者 

一般社団法人 火力原子力発電技術協会   一般財団法人 省エネルギーセンター 
公益社団法人 空気調和･衛生工学会     一般社団法人 日本産業機械工業会 
一般社団法人 日本ボイラ整備据付協会     一般社団法人 産業環境管理協会 

 

６．実   施   者  ボイラー関係事業場 
 

７．主唱者の実施事項 

１）ボイラーデーのポスターを作成し、関係者に配布する。 
２）協会機関誌等によりボイラーデーについての広報を⾏う。 
３）ボイラー大会を開催し、ボイラー等に関する研究発表、パネルディスカッションを⾏う。 
４）優良ボイラー技士等の表彰を⾏う。 
５）関係事業場の実施事項について、相談・援助を⾏う。 
６）その他講演会等ボイラーデーにふさわしい⾏事を⾏い、災害防止・省エネルギー・地球温暖化防

止などについて啓発を⾏う。 
 

８．協賛者への依頼 

主唱者は上記７の事項を実施するため、協賛者に対し、支援・協力を依頼する。 
 

９．ボイラー関係事業場の実施事項 

次の事項について、ボイラー関係業務の総点検を⾏い、安全活動の定着とその⽔準の向上、ボイラー
の適正な管理、省エネルギー、地球温暖化防止及び大気汚染の防止を図る。 

 
１）ボイラーの製造者・据付け工事事業者 

ア．ボイラーの開発・製造にあたっては、構造要件の具備、運転及び保守が容易な構造とすること
等の安全性・機能性について事前評価を徹底するとともに、省エネルギーや地球温暖化防止、大
気汚染の防止についても配慮する。 

イ．製造時の品質管理体制を確立する。 
ウ．適正な作業方法を確立する。 
エ．ボイラー溶接士等作業者に対する安全衛生教育を実施する。 
オ．ボイラーの据付け工事を⾏うときには、作業指揮者の選任を徹底する。 
カ．ボイラー設置者へ残留リスク情報を提供する。 
 

２）ボイラーの設置者 
ア．ボイラーに係る安全管理体制を確立する。 

イ．ボイラー取扱作業主任者の氏名・職務を掲示するとともに、作業主任者が職務を確実に⾏える
体制を確立する。 

ウ．ボイラーの定期⾃主検査の実施を徹底し、その結果を記録するとともに、日常的な点検・整備
及びボイラー室の整理整頓を励⾏する。 

エ．ボイラー取扱い作業について、適宜、リスクアセスメントを実施するなど、ボイラーの運転作
業の見直しを⾏い、安全運転を徹底する。 

オ．低⽔位事故を防止するため、技術上の指針に基づき、⽔面測定装置、⽔位制御装置等給⽔系統
の機器の機能を点検し､異常を認めた場合は､補修その他の必要な措置を講じる。 

カ．爆発事故を防止するため、技術上の指針等に基づき、燃焼安全装置等燃焼系統の機器の機能を
点検し、異常を認めた場合は、補修その他の必要な措置を講じるとともにプレパージ等の措置を
的確に⾏う。 

キ．省エネルギー対策、地球温暖化防止対策を推進するため、空気比や排ガス温度の適正化等燃焼
管理の強化、蒸気アキュムレータの活用、廃熱回収、給⽔・ボイラー⽔の適切な管理によるスケ
ール付着やキャリーオーバーの防止などにより燃料の有効利用、ボイラー効率の向上を図る。 

ク．大気汚染を防止するため、日常的に燃焼状態を管理するとともに、燃料に応じて燃焼装置及び
燃焼方法を改善するなど、さらなる低公害化を図る。 

ケ．⽔質汚染を防止するため、ボイラー⽔等の成分を日常的に管理し、適切な排⽔処理を⾏う。 
コ．⽔処理剤等の化学物質を使用するときは、MSDS 等で有害性を把握し、適切な管理を⾏う。 
サ．異常時の措置の訓練を実施する。 
シ．ボイラー技士等の再教育（能力向上教育、安全衛生教育）を実施するとともに、技能の継承を

すすめる。 
ス．中古品や輸入したボイラーを設置するときには、使用検査や個別検定に合格したものの使用を

徹底する。 
セ．小型ボイラーについても、上記に準じて、取扱者に対する教育、定期⾃主検査、安全、かつ、

大気汚染防止、省エネルギーのための運転作業を徹底する。 
 

３）ボイラー整備者 
ア．作業現場における安全衛生管理体制を確立する。 
イ．ボイラー整備士による作業を徹底する。 
ウ．性能の回復、向上を心掛けた整備を徹底する。 
エ．ボイラー整備士に対する安全衛生教育を実施する。 
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キ．省エネルギー対策、地球温暖化防止対策を推進するため、空気比や排ガス温度の適正化等燃焼
管理の強化、蒸気アキュムレータの活用、廃熱回収、給⽔・ボイラー⽔の適切な管理によるスケ
ール付着やキャリーオーバーの防止などにより燃料の有効利用、ボイラー効率の向上を図る。 

ク．大気汚染を防止するため、日常的に燃焼状態を管理するとともに、燃料に応じて燃焼装置及び
燃焼方法を改善するなど、さらなる低公害化を図る。 

ケ．⽔質汚染を防止するため、ボイラー⽔等の成分を日常的に管理し、適切な排⽔処理を⾏う。 
コ．⽔処理剤等の化学物質を使用するときは、MSDS 等で有害性を把握し、適切な管理を⾏う。 
サ．異常時の措置の訓練を実施する。 
シ．ボイラー技士等の再教育（能力向上教育、安全衛生教育）を実施するとともに、技能の継承を

すすめる。 
ス．中古品や輸入したボイラーを設置するときには、使用検査や個別検定に合格したものの使用を

徹底する。 
セ．小型ボイラーについても、上記に準じて、取扱者に対する教育、定期⾃主検査、安全、かつ、

大気汚染防止、省エネルギーのための運転作業を徹底する。 
 

３）ボイラー整備者 
ア．作業現場における安全衛生管理体制を確立する。 
イ．ボイラー整備士による作業を徹底する。 
ウ．性能の回復、向上を心掛けた整備を徹底する。 
エ．ボイラー整備士に対する安全衛生教育を実施する。 
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受 賞 者 名 簿
（敬称略・支部順）

一般社団法人 日本ボイラ協会

2021年度（第59回）全日本ボイラー大会
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ボイラー技士顕彰

ボイラー管理優良事業場
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優良ボイラー技士
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優良ボイラー技士
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優良ボイラー溶接士

優良ボイラー整備士

優良ボイラー製缶士
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技術高度化奨励賞
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第 50 回 全日本ボイラー溶接士コンクール入賞者
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功　　労　　賞

感　　謝　　状
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特 別 講 演
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当面の安全行政について

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

安　達　　　　栄
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死
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お
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出典：平成23年までは、労災保険給付データ（労災非適用事業を含む）、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成
平成24年からは、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成

【課題①】 労働災害の推移

死亡者数（人）

2

死亡者数:802人
死傷者数:131,156人

R2

当面の安全行政について

厚生労働省

安全衛生部安全課長

安達 栄

令和３年11月26日
第59回全日本ボイラー大会
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転転倒倒

動動作作のの反反動動

墜落はさまれ

設備リスク → 行動リスク

【課題➂】 「事故の型」のトレンド

【課題②】 労働災害の推移(業種別）
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休休業業44日日以以上上のの労労働働災災害害

3

第二次産業 → 第三次産業
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三原じゅん子副大臣が労災多発業種へ協力を要請
(2021年9月29日）

6

滑
り
止
めつ

け
て
お
き
た
い口

と
足

2015年・転倒予防川柳大賞作品（東京都 佐川 晶子）

店頭での に要注意

つまづき 踏み外し滑 り

50代以上

約８割

労働災害の
うち転倒

約４割

数字で⾒る
食品スーパーでの転倒

日本転倒予防学会

⼥性

約９割

休業１か月以上

約６割

店⻑から従業員の皆さまへのお願い
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ボボイイララーー等等をを巡巡るる最最近近のの動動向向

死亡災害：１５％以上減少 死傷災害：５％以上減少

業種別

計計画画のの目目標標

全体

建設業、製造業、林業 ： 死亡災害を１５％以上減少
陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設、飲食店 ：死傷災害を死傷年千人率で５％以上減少

○ 仕事上の不安・悩み・ストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を90％以上
○ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上（56.6％： 2016年）
○ ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60％以上（37.1％： 2016年）
○ 化学物質について、ラベル表示と安全データシート（SDS）の交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合を80％以上
○ 第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を死傷年千人率で５％以上減少、など

その他目標

計計画画期期間間：：２２００１１８８年年４４月月１１日日～～２２００２２３３年年３３月月３３１１日日

○建設業における墜落・転落災害等の防止
○製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止 等

（１）死亡災害の撲滅を目指した対策の推進

重重点点事事項項

6

第13次労働災害防止計画（概要）
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①開放検査周期を最大8年から12年に延長（ただし、連続運転は最大８年まで）

【措置済み】・・・（令和３年３月29日付け基発0329第８号等）

②検査周期を設備の状態により管理する手法（CBM）や事業者による自主的な検査の導入に

向け、適用可能な技術の把握やその信頼性の担保といった技術的課題、必要となる組織体制

や客観性等公正さの担保といった体制的課題について検討し結論を得る【今年度中】

①防爆構造でない電子機器の使用が認められない危険エリアの定量的判断基準の明確化

【措置済み】・・・（令和３年２月18日付け基発0218第１号）

②防爆エリアにおける非防爆ポータブル機器の持ち込み規制の見直しに向けて、検定制度

によらない安全確保措置の在り方について、IECにおける動向も踏まえつつ、対応を検討し

結論を得る【来年メド】

（（１１））ボボイイララーー等等にに係係るる性性能能検検査査のの見見直直しし

（（２２））防防爆爆規規制制のの見見直直しし

スマート保安による規制の精緻化
〜成⻑戦略フォローアップの概要〜

（令和２年７⽉１７⽇及び令和３年６⽉18⽇閣議決定）

10

（１）性能検査へのＣＢＭ※２及び自主検査の導入（12年を超える開放検査周期の条件として）
①CBM及び自主検査の導入等に係る技術的要件
②CBMや自主検査を導入した場合における客観性を確保するための要件
③12年を超える開放検査周期を認めるための認定基準案

（２）新技術を用いた遠隔等による検査の方法の提案
※１ 一定規模以上のボイラー等に義務付けられる定期検査（原則１年ごと）。大臣の登録を受けた登録性能検査機関が実施する性能検査を受検することが必要。
※２ 一定の期間（インターバル）を設けて定期検査を実施するような、時間に基づく管理（TBM：Time based maintenance）ではなく、設備の状態を常時管理する等

により必要が生じた時点で検査を実施するような、状態に基づく管理（CBM：Condition based maintenance ）のこと

＜＜設設備備のの老老朽朽化化＞＞

⽯油・化学プラント等において、設備の⽼朽化、ベテラン⼈材の退職等に伴う⼈材不⾜等が課題

30年年以以上上

経経年年のの老老
朽朽化化設設備備
がが約約3分分のの
2をを占占めめるる。。

「平成30年度老朽化した生産設備における安全対策の調査分析事業」

スマート保安推進のため、⽯油・化学プラント設置のボイラー等に係る性能検査※１の⾒直しが必要

ボイラー等に係る性能検査について以下を検討中（委託事業）

＜＜人人材材不不足足＞＞

雇用動向調査 就業形態、産業（中分類）、性、年齢階級別常用労働者数
（平成30年６月末日現在）（化学工業，石油製品・石炭製品製造業）

45歳歳以以上上

がが全全体体のの
半半数数近近くくをを
占占めめ、、2030
年年以以降降にに
定定年年退退職職
をを迎迎ええるる。。

新新型型ココロロナナウウィィルルスス感感染染症症防防止止ににもも有有効効（（外外出出・・移移動動のの抑抑制制、、三三密密防防止止））

ここれれらら課課題題にに

対対応応すするるたためめ
IoTややドドロローーンン等等
新新技技術術にによよるる
保保安安力力のの向向上上

【【ススママーートト保保安安
のの推推進進】】がが必必要要

スマート保安による規制の精緻化
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令和３年度の停⽌スケジュール（告⽰準備中）

労働安全衛生法第53条の２第１項により、都道府県労働局⻑は、登録製造時等検査機関として登録を
受ける者がいないときその他必要があると認めるときは、特別特定機械等（ボイラー及び第⼀種圧⼒容器）
に係る製造時等検査（以下「検査」という。）の業務の全部又は⼀部を自ら⾏うことができることとされている。
⇒特別特定機械の場合は登録製造時等検査機関による検査が原則

令和２年度までに局の検査を停⽌した労働局
ボイラー及び第⼀種圧⼒容器︓岐⾩、愛知、三重、滋賀、京都、⼤阪、兵庫、奈良、和歌⼭、⾹川、愛媛、⾼知
第⼀種圧⼒容器のみ︓北海道、宮城、埼⽟、東京、⻑野、静岡、⿃取、島根、岡⼭、広島、福岡、佐賀、⻑崎、熊本

労働局による製造時等検査の停⽌

12

地地区区 都都道道府府県県 令令和和２２年年度度 令令和和３３年年度度

～10月 10月～ R3.1月～

中部 静岡

労働局長が実施
労働局長及び民間機関

が並行して実施
本格移行
（ボイラー）

労労働働安安全全衛衛生生法法ににおおけけるる温温水水ボボイイララーーのの圧圧力力・・伝伝熱熱面面積積規規制制のの見見直直しし

同法における温水ボイラーの規制区分が欧州の流通段階における規制区分と異
なり、バイオマスボイラー普及の障害の一つとなっているため、使用段階を含む海
外規制（欧州や米国等）及びバイオマス温水ボイラーの特性について詳細調査、
専門家による技術検討等を実施し、規制の見直しを措置する。

規規制制改改革革要要望望のの概概要要

要要望望へへのの対対応応【【規規制制改改革革実実施施計計画画かかららのの抜抜粋粋】】

再生エネルギー規制改革要望への対応
〜 温⽔ボイラーの規制の⾒直し 〜

11

①温水ボイラーの規制区分について、伝熱面積ではなく、入力による区分、あるいは、
欧州の規制のように容積と使用圧力の積を用いて区分する方法にしてほしい。

②温水ボイラーの安全性を勘案し、欧州と同様の規格※にしてほしい。

※ 欧州圧力機器指令の規制対象：0.05MPa以上・110℃以上、米国ASME規格の規制対象：0.1MPa以上

現在、専門家による検討を踏まえ、
木質バイオマス温水ボイラーに係る規制区分の見直しのため、
労働安全衛生法施行令及び簡易ボイラー等構造規格の一部改正を予定
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加齢に伴う反復横跳びの変化

14
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資料出所：「平成30年度体力・運動能力調査」（スポーツ庁）

運動能⼒の状況

⾼年齢労働者が安全で安⼼して働ける職場環境の整備

エイジフレンドリー

13
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・ 労働災害発⽣率（千⼈率）は、男⼥ともに、若年層と⾼年齢労働者で⾼い。
・ 65〜69歳の千人率を、30歳前後の最小値と比べると、男性で約２倍、⼥性で約４倍。

※便宜上、15~19歳の死傷者数には14歳以下を含めた
データ出所︓労働者死傷病報告（令和２年）

労働⼒調査（基本集計・年次・2020年）
※1年間の平均労働者数として、「役員を含んだ雇⽤者数」を⽤いている

(歳)

(歳)

※千人率＝労働災害による死傷者数/平均労働者数×1,000

年齢別・男⼥別 千⼈率

16

年齢別・業種別 千⼈率
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データ出所︓労働者死傷病報告（令和２年）
労働⼒調査（基本集計・年次・2020年）
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高年齢労働者の労働災害の特徴① 年齢別・男⼥別・業種別の動向

15

高齢者の就労と被災状況（製造業）

資料出所︓労働⼒調査（総務省）における年齢別雇⽤者数（役員を含む）
※平成23年は東日本大震災の影響により被災3県を除く全国の結果となっている。

資料出所︓労働者死傷病報告

 製造業の雇⽤者全体のうち60歳以上の⾼齢者の占める割合は14.5%(令和２年)
 労働災害による休業4日以上の死傷者数のうち60歳以上の⾼齢者の占める割合は22.7%に達する(同)

労労働働災災害害にによよるる死死傷傷者者数数（（休休業業４４日日以以上上））
全年齢に占める60歳以上の割合（全産業及び製造業）
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※便宜上、15~19歳の死傷者数には14歳以下を含めた
データ出所︓労働者死傷病報告（令和２年）

︓労働⼒調査（基本集計・年次・2020年）
※千人率＝労働災害による死傷者数/その年の平均労働者数×1,000

⇒ 年齢の上昇に着目した対策は転倒、墜落・転落、交通事故で特に重要な課題
（とりわけ高齢女性の転倒防止）

17

高年齢労働者の労働災害の特徴② 年齢別・男⼥別の傾向（事故の型別の分析）
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FUN+WALK PROJECTは、
歩くことをもっと楽しく、
楽しいことをもっと健康的なものにする
スポーツ庁の官民連携プロジェクトです。

「歩く」を入口に、
国民の健康増進を目指しています。

第１ 趣旨
第２ 事業者に求められる事項
１ 安全衛⽣管理体制の確⽴等
（１）経営トップによる方針表明及び体制整備
（２）危険源の特定等のリスクアセスメントの実施
２ 職場環境の改善
（１）身体機能の低下を補う設備・装置の導入（主としてハード面の対策）
（２）⾼年齢労働者の特性を考慮した作業管理（主としてソフト面の対策）
３ ⾼年齢労働者の健康や体⼒の状況の把握
（１）健康状況の把握
（２）体⼒の状況の把握
（３）健康や体⼒の状況に関する情報の取扱い
４ ⾼年齢労働者の健康や体⼒の状況に応じた対応
（１）個々の⾼年齢労働者の健康や体⼒の状況を踏まえた措置
（２）⾼年齢労働者の状況に応じた業務の提供
（３）⼼身両面にわたる健康保持増進措置
５ 安全衛⽣教育
（１）⾼年齢労働者に対する教育
（２）管理監督者等に対する教育

第３ 労働者に求められる事項
第４ 国、関係団体等による支援の活⽤

19

高年齢労働者の特性を考慮した
安全で健康に働ける職場づくりを！

エイジフレンドリーガイドラインの概要
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21

ご静聴ありがとうございました
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ふくや版　地域との関わり方
～ふくや創業者・川原俊夫の思いを今に繋ぐ～

株式会社ふくや　代表取締役会長

川　原　　正　孝
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2021年度（第59回）ボイラー大会･研究発表者テーマ一覧
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日本製鉄㈱
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石化燃料ボイラーから
バイオマスボイラーへの転換

三菱ケミカル㈱熊本工場
積　智史
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（1/5） 
 

石化燃料ボイラーからバイオマスボイラーへの転換 
 

三菱ケミカル株式会社技術統括本部熊本工場 
製造部動力課 積 智史 

 
近年、国内海外問わず、世界的に企業は大気中への温室効果ガスの排出削減等による地球温暖

化防止の対策に取り組んでいる。当社では地球環境への貢献を目的として、温室効果ガス排出量

の削減、省資源・省エネルギーの推進、環境負荷物質の排出量削減などに積極的に取り組み、事

業活動のすべての過程において環境負荷の低減に努めている。 
また、熊本工場では重油を燃料とした石化燃料ボイラーを操業してきたが、環境負荷の低減に

取り組むべく、CO2 排出量を大幅に削減し、地球温暖化防止対策に貢献するために、2013 年に

石化燃料ボイラーからバイオマスボイラーへの転換を実施した。ボイラーの転換により、CO2 排

出量の大幅削減に加え、蒸気コストも大幅に削減することができた。 
キーワード：石化燃料ボイラー、バイオマスボイラー、環境負荷の低減 

 
１. はじめに 
三菱ケミカル株式会社は、2017 年に三菱化学・三菱樹脂・三菱レイヨンの 3 社が事業統合に

より発足した化学メーカーであり、現在、国内事業所及び工場は全国に 15 箇所の製造拠点があ

る。 
当社は、三菱ケミカルホールディングス（MCHC）グループの中核事業会社として、企業理

念、ビジョン、価値基準を共有し、環境・社会の課題にソリューションを提供して、人・社会そ

して地球の持続可能な発展に貢献する「KAITEKI 実現」をめざしている。 
「KAITEKI」とは、「人、社会、そして地球の心地よさがずっと続いていくこと」を表し、環

境・社会課題の解決にとどまらず、社会そして地球の持続可能な発展に取り組むことを提案した

MCHC グループオリジナルのコンセプトである。 
当社は、KAITEKI 実現というビジョンを MCHC と共有しており、化学を基盤に機能商品、

素材関連の事業を通じて、これらの環境・社会の課題解決に対するソリューションを提供してい

く。そして、さらに広く人・社会・地球の持続可能な発展への貢献をめざしている。 
当社では地球環境への貢献を目的として、温室効果ガス排出量の削減、省資源・省エネルギー

の推進、環境負荷物質の排出量削減などに積極的に取り組み、事業活動のすべての過程において

環境負荷の低減に努めている。MCHC の環境負荷削減目標「2015 年度までに温室効果ガス排出

量を 2005 年度比で 17％以上削減」をもとに、温室効果ガスの削減活動に取り組み、2015 年度

には同目標（9,400 千 t）を達成し、2016 年度以降も目標達成を維持している。 

（2/5） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1.当社エネルギー消費量  図 1-2.当社温室効果ガス排出量 
 
２. バイオマスボイラー導入の経緯 
従来、当社熊本工場では、水管ボイラー2 基、パッケージボイラー6 基を設置しており、それ

らは石化燃料で運転していた。当時は重油への依存が高かったため、環境負荷の低減に取り組む

べく、地球温暖化防止対策に貢献するためにバイオマスエネルギーの利用を計画し、2013 年に

石化燃料ボイラーからバイオマスボイラーへの転換を実施した。このバイオマスボイラー（1 号

バイオマスボイラー）は循環流動層ボイラーであり、木質系バイオマスと石炭の混焼をベースと

している。その際に、バイオマスボイラーのバックアップとして、パッケージボイラー21 基を

設置した。 
また、更なる CO2 排出量を削減すべく、2017 年に石化燃料を使用していたパッケージボイラ

ー6 基からバイオマスボイラーへの転換を実施した。このバイオマスボイラー（2 号バイオマス

ボイラー）は火格子燃焼ボイラーであり、木質系バイオマスのみを燃料としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※住友重機工業会社より引用               株式会社よしみねより引用 

図 2-1.1 号バイオマスボイラー      図 2-2.2 号バイオマスボイラー 
３. バイオマスボイラー導入のメリット 

表1.当工場の稼働ボイラーの変遷
[年度] 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

水管ボイラー

1号バイオマスボイラー

2号バイオマスボイラー

パッケージボイラー（6基）

パッケージボイラー（21基）

各ボイラー
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より発足した化学メーカーであり、現在、国内事業所及び工場は全国に 15 箇所の製造拠点があ

る。 
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念、ビジョン、価値基準を共有し、環境・社会の課題にソリューションを提供して、人・社会そ
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３. バイオマスボイラー導入のメリット 

表1.当工場の稼働ボイラーの変遷
[年度] 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

水管ボイラー

1号バイオマスボイラー

2号バイオマスボイラー

パッケージボイラー（6基）

パッケージボイラー（21基）

各ボイラー
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当工場で運転していた石化燃料ボイラーと比較した場合、バイオマスボイラーが持つメリット

について以下の項目が考えられる。 
① 環境保全効果 
木質系バイオマスは石化燃料と同様、燃焼によって CO2 を発生するが、再生可能エネルギー

に位置付けられることから炭素循環の枠内とされている。そのため、地球温暖化ガスの CO2 の

増加に影響を及ぼさないものとして取り扱われ、カーボンニュートラルとして整理されている。 
また、石炭及び重油と比較して、木質バイオマスは一般的に窒素含有量及び硫黄含有量が少な

いため、NOx 及び SOx の濃度が小さくなることが見込まれ、環境への負荷が低いクリーンなエ

ネルギーとして期待されている。 
② エネルギー消費量の削減（省エネ） 
省エネ法において、エネルギーとは燃料並びに熱及び電気のことである。燃料は原則として石

化燃料を起源とするものであるため、木質系バイオマスは省エネ法の燃料に該当しないため、エ

ネルギー消費量の削減が可能である。 
③ 資源の有効利用 
木質系バイオマスは建築廃材或いは未利用間伐材など、本来廃棄物となる予定だった木材を、

バイオマスエネルギーとして有効利用することができるので、廃棄物を減らし、循環型社会の形

成に貢献する。また、石化燃料の場合は燃料の大部分を海外に依存する供給構造となっている

が、木質バイオマス燃料の場合は国内で調達することが可能である。 
直近、2020 年 7 月、人吉球磨地区をはじめとした熊本県南部の豪雨災害により、甚大な被害

が発生した。球磨川やその支流で氾濫が生じ、災害廃棄物が発生した。当工場は災害復興協力企

業として、その災害廃棄物をバイオマスボイラーの燃料として有効利用している。 
④ 蒸気コストの削減 
バイオマスボイラーの導入により、初期費用や燃焼灰の廃棄費用が発生する。しかし、燃料価

格は重油に対し、木質バイオマスの方がはるかに安価であるため、蒸気コストを大幅に削減する

ことが可能である。 
 
４. バイオマスボイラー導入後の効果 
 当工場にてバイオマスボイラー導入後の効果を確認すべく、CO2 排出量、エネルギー消費量、

SOx、NOx の推移を調査した。なお、2016 年度は熊本地震発生により、長期操業停止を余儀な

くされたため、2016 年度のデータを除外した。 
① CO2 排出量 

 図 3-1 は当工場の蒸気量に対する CO2 排出量の割合を示す。水管ボイラーから 1 号バイオマ

スボイラーへ転換した 2013 年度において、CO2 排出量は 2012 年度に対し、5％減少した。ま

た、パッケージボイラーから 2 号バイオマスボイラーへ転換した 2017 年度においては、2015
年度に対して 7%減少した。 
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 いずれの場合も、バイオマスボイラーの導入

により、CO2 排出量を大幅に削減することがで

きた。 
② エネルギー消費量 
図 3-2 に当工場のエネルギー消費量を示す。

2010 年度から 2017 年度まで、当工場の蒸気使

用量は増加傾向である中、2012 年度に対し

2013 年度におけるエネルギー消費量は 6 千 KL
減少した。また、2015 年度に対し 2017 年度に

おけるエネルギー消費量は 4 千 KL 減少した。

いずれの場合も、バイオマスボイラーの導入に

より、エネルギー消費量を削減することができ

た。 
③ SOx 濃度 
図 3-3 に当工場の SOx 濃度を示す。水管ボイ

ラーの SOx 濃度の規制値は 350ppm 以下であ

るため、規制値を満足すべく排煙脱硫装置を設

置していた。脱硫前の SOx 濃度は約 1,750ppm
であったが、脱硫後の SOx 濃度は約 40ppm で

あり、規制値を満足していた。 
1 号バイオマスボイラーの SOx 濃度は約 100

～140ppm を推移しているが、木質系バイオマ

スと石炭の混焼のため、主に石炭に含まれる

硫黄分により、脱硫後の水管ボイラーと比較

すると SOx 濃度が高い値となった。しか

し、1 号バイオマスボイラーには排煙脱硫装

置を設置していないことと、炉内脱硫を実施

していないことを考慮すると、SOx 濃度は

脱硫前の水管ボイラー（約 1,750ppm）に対

し、1 号バイオマスボイラーに転換すること

で約 100～140ppm であるので、排煙脱硫装

置を設置する必要がないほど大きく抑制され

ていることが考えられる。 
2 号バイオマスボイラーの SOx 濃度は、

約 10ppm であり、2015 年度及び 2017 年度

のパッケージボイラーの SOx 濃度と比較すると、僅かではあるものの、SOx 濃度が抑制され

た。なお、パッケージボイラーでは 2014 年度を境に SOx 濃度に大きな変動が確認されたが、

HSA 重油から LSA 重油に燃料転換したためである。 
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④ NOx 濃度 
 図 3-４に当工場の NOx 濃度を示す。水管

ボイラーの NOx 濃度は約 120ppm であっ

た。1 号バイオマスボイラーの NOx 濃度は約

120ppm を推移しており、水管ボイラーとほ

ぼ同等の値となった。 
 2 号バイオマスボイラーの NOx 濃度は約

120ppm であったが、2017 年度のパッケージ

ボイラーに対し、NOx 濃度は高い値となっ

た。重油及び石炭と比較すると、窒素含有量

は一般的に木質バイオマスの方が少ないもの

の、バイオマスボイラーの導入により NOx 濃

度が高くなった要因として、燃焼温度はパッ

ケージボイラーでは約 200℃に対し、2 号バイ

オマスボイラーでは約 840℃であることから、燃焼温度が高いことが考えられる。他には高温燃

焼域における燃焼ガスの滞留時間が長いことと、酸素濃度はパッケージボイラーでは約 8％、2
号バイオマスボイラーでは約 10%であったため、酸素濃度が高いことも NOx 濃度の高い要因で

あると考える。 
 
５. バイオマスボイラー導入後のデメリット 
 これまでバイオマスボイラーの導入によるメリット及び効果について紹介した。しかし、バイ

オマスボイラーの導入にはいくつかのデメリットも存在する。 
木質系バイオマスを燃料としているため、燃料の供給方法が重油と異なり、フライトコンベア

でボイラーに供給している。木質系バイオマスに含まれる異物の噛み込みによりフライトが変形

し、レールに接触し、異音が発生したことがある。対策として、フライトが変形してもレールに

接触しない構造に改良したため、フライトの変形による異音を撲滅することができた。 
上述は一例に過ぎないが、こうした取り組みによりデメリットを一つずつ解消し、環境負荷の

低減に取り組んでいる。 
 
６. おわりに 
今後の課題として、当工場のバイオマスボイラーの導入によるデメリットを継続的に解消して

いきたい。また、当工場に設置しているパッケージボイラーの燃料は重油をベースとしているの

で、更なる環境負荷の低減を図るべくボイラー転換を検討し、当工場全体の温室効果ガス排出量

の削減、省エネルギー、環境負荷低減に貢献していきたい。 
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接触しない構造に改良したため、フライトの変形による異音を撲滅することができた。 
上述は一例に過ぎないが、こうした取り組みによりデメリットを一つずつ解消し、環境負荷の

低減に取り組んでいる。 
 
６. おわりに 
今後の課題として、当工場のバイオマスボイラーの導入によるデメリットを継続的に解消して

いきたい。また、当工場に設置しているパッケージボイラーの燃料は重油をベースとしているの

で、更なる環境負荷の低減を図るべくボイラー転換を検討し、当工場全体の温室効果ガス排出量

の削減、省エネルギー、環境負荷低減に貢献していきたい。 
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公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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 C
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R
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h
ts
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s
er
v
ed
.

Ⅱ
-２

５
号
ボ
イ
ラ
ー
燃
料
系
統
図

リ
ン
グ
バ
ー
ナ
ー

(M
GS
)：
76
％

セ
ン
タ
ー
バ
ー
ナ
ー

(M
GC
)：
24
％

燃
料

(C
OG
)

蒸
気

ス
チ
ー
ム

イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

3
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 C
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s
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v
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.

Ⅱ
-１

５
号
ボ
イ
ラ
ー
概
要

形
式

：
2胴
水
管
自
然
循
環
式

蒸
発
量

：
48
.7
T/
H

最
高
使
用
圧
力
：
6.
97
MP
a

主
蒸
気
温
度

：
48
3℃

使
用
燃
料

：
コ
ー
ク
ス
炉
ガ
ス
(Ｃ
Ｏ
Ｇ
)専
焼

燃
料
消
費
量
：
8,
05
0N
m3
/H

通
風
方
式

：
押
込
み
通
風

バ
ー
ナ
ー
形
式
：
セ
ン
タ
ー
＋
リ
ン
グ
ガ
ス
バ
ー
ナ
ー

稼
動

：
20
02
年
5月

備
考
)当
該
ボ
イ
ラ
ー
発
生
蒸
気
は
発
電
用
と
し
て
使
用

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

2
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v
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Ⅰ
き
っ

か
け

大
分

県
と

弊
社

と
の

間
で

締
結

し
て

い
る

｢公
害

防
止

に
関

す
る

細
目

協
定

｣の
改
正

が
行

わ
れ

る
事

を
起

点
と

し
て

、
排

ガ
ス

処
理

設
備

を
持

た
な

い
副
生

ガ
ス
(コ

ー
ク

ス
炉
ガ

ス
：

Ｃ
Ｏ

Ｇ
)専

焼
ボ

イ
ラ

ー
で

あ
る

第
５
号

ボ
イ

ラ
ー

の
Ｎ

Ｏ
ｘ

低
下

に
取

組
ん

だ
。

大
気
汚

染
防

止
法

規
制

値
⇒

 １
３

０
pp
m

公
害
防

止
細

目
協

定
改

定
の

目
標

値
⇒

 １
０

０
pp
m

Ｎ
Ｏ

ｘ
排
出

濃
度

を
30
pp
m低

減
さ

せ
る

べ
く

燃
焼

試
験

及
び

設
備

改
造

に
取

組
ん
だ

。

1

副
生
ガ
ス
焚
き
ボ
イ
ラ
ー
の

NO
x低
減
対
策
事
例

九
州
製
鉄
所

エ
ネ
ル
ギ
ー
部

エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室

濱
田
育
生
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公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅲ
Ｎ
Ｏ
ｘ
低
減
方
針

副
生
ガ
ス
燃
料
前
処
理
に
よ
る
Ｆ
Ｕ
Ｅ
Ｌ
-Ｎ
Ｏ
ｘ
を
低
減
す
る
事
は

不
可
能
で
は
な
い
が
処
理
コ
ス
ト
の
増
加
が
生
じ
る
。

↓

燃
焼
調
整
・
設
備
改
造
に
よ
る
サ
ー
マ
ル
Ｎ
Ｏ
ｘ
低
減
を
主
眼
に
試

験
・
対
策
を
行
っ
た
。

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅱ
-5
５
号
ボ
イ
ラ
ー
ガ
ス
バ
ー
ナ
ー
構
造
図

MG
Sﾉ
ｽﾞ
ﾙ

MG
Sﾉ
ｽﾞ
ﾙ

MG
Cﾉ
ｽﾞ
ﾙ

MG
Cﾉ
ｽﾞ
ﾙ

1次
空
気

2次
空
気

CO
G

CO
G

MG
Sﾉ
ｽﾞ
ﾙ

ｽﾁ
ｰﾑ
ｲﾝ
ｼﾞ
ｪｸ
ｼｮ
ﾝ

ﾉｽ
ﾞﾙ

炉
内

蒸
気
⇒

COG⇒

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
図
面
提
供
)

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅱ
-4

 ５
号
ボ
イ
ラ
ー
構
造
図
（
２
）

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
図
面
提
供

)

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

5
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Ⅱ
-３

５
号
ボ
イ
ラ
ー
構
造
図
（
１
）

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
図
面
提
供
)
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技
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）
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1年
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：
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02
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ボ
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大
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Ⅴ
-2
セ
ン
タ
ー
バ
ー
ナ
ー
(M
GC
)燃
料
配
分
調
整
結
果

MG
Cの
燃
料
配
分
を
減
ず
る
事
で
〇
1.
0～
1.
6p
pm
/M
GC
%の
傾
向
が
得
ら

れ
た
。

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
提
供
)

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅴ
-1
セ
ン
タ
ー
バ
ー
ナ
ー
(M
GC
)位
置
調
整
結
果

炉
内
方
向
に
押
込
む
事
で
✕✕
1.
05
pp
m/
cm
の
傾
向
が
あ
り
、
オ
リ
ジ
ナ

ル
位
置
が
最
も
最
適
で
あ
っ
た
。

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
提
供
)

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅳ
-2
燃
焼
調
整
時
の
注
意
事
項

燃
焼
調
整
に
当
た
っ
て
は
下
記
の
事
を
念
頭
に
置
き
、
監
視
・
測
定
を

実
施
し
た
。
ま
た
低
負
荷
～
高
負
荷
ま
で
安
定
し
た
燃
焼
が
で
き
る
様
調

整
が
必
要
で
あ
る
。

調
整
内
容

注
意
事
項
と
対
応

火
炉
よ
り
外
に
引
き
出
し
す
ぎ
る
と
火
炎
が
耐
火

物
に
直
撃
す
る
　
⇒
　
火
炎
の
監
視

配
分
が
少
な
す
ぎ
る
と
失
火
・
逆
火
す
る

　
⇒
燃
料
と
火
炉
の
差
圧
監
視

1 2

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰ位
置
調
整

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰと
ﾘﾝ
ｸﾞ

ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰの
燃
料
配
分
調
整

低
下
さ
せ
す
ぎ
る
と
失
火
・
未
燃
が
発
生
す
る

　
⇒
排
ｶﾞ
ｽC
O分
析
の
実
施

過
投
入
に
よ
り
火
炎
温
度
が
低
下
し
失
火
す
る

　
⇒
予
め
投
入
熱
量
と
蒸
気
比
率
を
制
限

排
ｶﾞ
ｽO
2調
整

ｽﾁ
ｰﾑ
ｲﾝ
ｼﾞ
ｪｸ
ｼｮ
ﾝ量
調
整

3 4

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅳ
-1

 サ
ー
マ
ル
Ｎ
Ｏ
ｘ
低
減
の
為
の
燃
焼
調
整
方
法

サ
ー
マ
ル
Ｎ
Ｏ
ｘ
低
減
＝
火
炎
温
度
の
低
下
を
目
的
と
し
た
燃
焼

調
整
と
し
て
以
下
を
行
っ
た
。

3 4

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰと
ﾘﾝ
ｸﾞ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰの
火
炎
干
渉
(重

な
り
)を
軽
減
し
燃
焼
温
度
の
局
部
高
温
域

を
少
な
く
す
る
。

燃
焼
温
度
を
低
下
さ
せ
る

排
ｶﾞ
ｽO
2調
整

ｽﾁ
ｰﾑ
ｲﾝ
ｼﾞ
ｪｸ
ｼｮ
ﾝ量
調
整

調
整
内
容

目
　
　
　
的

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰ位
置
調
整

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰと
ﾘﾝ
ｸﾞ

ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰの
燃
料
配
分
調
整

1 2
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開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
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回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
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Ⅵ
-1
燃
料
成
分
の
変
動
に
よ
る
Ｎ
Ｏ
ｘ
値
の
変
化

燃
焼
調
整
に
よ
り
15
pp
mの
No
x低
減
後
順
調
に
運
転
し
て
い
た
が
、

Ｃ
Ｏ
Ｇ
成
分
・
カ
ロ
リ
ー
変
化
に
起
因
す
る
Ｎ
Ｏ
ｘ
値
上
昇
が
希
に

発
生
す
る
事
が
あ
り
、
規
制
値
遵
守
の
た
め
、
ボ
イ
ラ
ー
負
荷
を
低

下
さ
せ
る
断
面
が
発
生
し
た
。

↓

燃
焼
調
整
で
は
限
界
が
あ
る
た
め
、
バ
ー
ナ
ー
改
造
に
よ
る
Ｎ
Ｏ
ｘ

低
減
を
検
討
・
実
行
し
た
。

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅴ
-5
燃
焼
調
整
最
終
結
果

良
好
な
燃
焼
状
態
を
維
持
し
た
ま
ま
、
15
pp
mの
No
xを
低
減
で
き
た
。

2

調
整
前

ｾﾝ
ﾀｰ
：
24
%

ﾘﾝ
ｸﾞ
：
76
%

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰ位
置
調
整

ｾﾝ
ﾀｰ
ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰと
ﾘﾝ
ｸﾞ

ﾊﾞ
ｰﾅ
ｰの
燃
料
配
分
調
整

差

12
.5
cm

同
左

－

調
整
後

調
整
内
容

1

O 2
-5
%換
算
No
x

ｾﾝ
ﾀｰ
：
-8
%

2.
7%

(2
50
pp
m)

1.
5%

(6
50
pp
m)

-1
.2
%

(+
40
0p
pm
)

ｾﾝ
ﾀｰ
：
16
%

ﾘﾝ
ｸﾞ
：
84
%

排
ｶﾞ
ｽO
2調
整

(　
)は
排
ｶﾞ
ｽC
O濃
度

ｽﾁ
ｰﾑ
ｲﾝ
ｼﾞ
ｪｸ
ｼｮ
ﾝ量
調
整

3 4
0.
09

kg
/1
04
KC
AL

0.
15

kg
/1
04
KC
AL

+0
.0
6

kg
/1
04
Kc
al

10
3p
pm

88
pp
m

-1
5p
pm

ⅤⅤ
--
55
..燃燃
焼焼
調調
整整
最最
終終
結結
果果

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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Ⅴ
-4
ス
チ
ー
ム
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
(S
/I
)調
整
結
果

投
入
率
を
上
昇
さ
せ
る
事
で
〇
4.
3p
pm
/0
.1
kg
の
傾
向
が
得
ら
れ
た
。

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
提
供
)

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

13

©
 2
0
21
 
NI
P
PO
N
 S
T
EE
L
 C
O
RP
O
RA
T
IO
N
 A
l
l 
R
ig
h
ts
 
Re
s
er
v
ed
.

Ⅴ
-3
排
ガ
ス
Ｏ
２
濃
度
調
整
結
果

排
ガ
ス
Ｏ
２
の
低
下
で
〇
13
pp
m/
O 2
%の
傾
向
が
得
ら
れ
た
。

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
提
供
)
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公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

20

©
 2
0
21
 
NI
P
PO
N
 S
T
EE
L
 C
O
RP
O
RA
T
IO
N
 A
l
l 
R
ig
h
ts
 
Re
s
er
v
ed
.

Ⅵ
-5
.1
MG
Cバ
ー
ナ
ー
の
改
造
（
先
端
部
の
み
溶
接
接
合
）

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
図
面
提
供
)

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

19
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NI
P
PO
N
 S
T
EE
L
 C
O
RP
O
RA
T
IO
N
 A
l
l 
R
ig
h
ts
 
Re
s
er
v
ed
.

Ⅵ
-4
MG
C改
造
の
視
点

１
．
MG
Cバ
ー
ナ
ー
燃
焼
能
力
が
低
下
し
な
い
事

⇒
ノ
ズ
ル
総
面
積
を
改
造
前
と
同
一
に
す
る
。

２
．
改
造
費
用
が
安
価
で
あ
る
事

⇒
既
設
バ
ー
ナ
ー
を
流
用
し
ノ
ズ
ル
形
状
の
み
を
変
更
す
る
。

３
．
改
造
効
果
を
確
実
に
発
揮
さ
せ
る
事
と
共
に
、
整
備
性
を
改
善

⇒
複
雑
な
旋
回
を
伴
う
火
炎
位
置
を
調
整
可
能
と
す
る
た
め

ノ
ズ
ル
チ
ッ
プ
取
付
方
法
を
溶
接
→
ね
じ
込
み
と
し
角
度

調
整
可
能
に
す
る
。
取
外
し
が
可
能
な
た
め
部
分
更
新
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
容
易
と
な
る
。

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

18

©
 2
0
21
 
NI
P
PO
N
 S
T
EE
L
 C
O
RP
O
RA
T
IO
N
 A
l
l 
R
ig
h
ts
 
Re
s
er
v
ed
.

Ⅵ
-3
MG
Cノ
ズ
ル
変
更
に
よ
る
火
炎
干
渉
緩
和
イ
メ
ー
ジ

バ
ー
ナ
ー
周
方
向
の
火
炎
干
渉
も
緩
和
し
10
pp
m程
度
の
No
x低
減
を
期
待

【
対
策
前
の
MG
Sと
MG
C火
炎
イ
メ
ー
ジ
】

【
MG
Cノ
ズ
ル
ア
レ
ン
ジ
変
更
後
火
炎
イ
メ
ー
ジ
】

MG
Sﾉ
ｽﾞ
ﾙ

2次
空
気

1次
空
気

MG
Cﾉ
ｽﾞ
ﾙ

MG
S火
炎

MG
C火
炎

火
炎
干
渉
の
緩
和

MG
Sﾉ
ｽﾞ
ﾙ

2次
空
気

1次
空
気

MG
Cﾉ
ｽﾞ
ﾙ

MG
C火
炎MG
S火
炎

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料

17

©
 2
0
21
 
NI
P
PO
N
 S
T
EE
L
 C
O
RP
O
RA
T
IO
N
 A
l
l 
R
ig
h
ts
 
Re
s
er
v
ed
.

Ⅵ
-2
設
備
対
策
の
視
点

１
．
サ
ー
マ
ル
Ｎ
Ｏ
ｘ
低
減
を
主
眼
に
し
た
対
策
と
す
る

２
．
燃
焼
調
整
に
お
い
て
は
、
炉
長
手
方
向
の
セ
ン
タ
ー
バ
ー
ナ
ー

(M
GC
)と
リ
ン
グ
バ
ー
ナ
ー
(M
GS
)の
火
炎
干
渉
を
軽
減
し
た
。

↓

バ
ー
ナ
ー
周
方
向
の
火
炎
干
渉
を
軽
減
す
る
設
備
改
造
を
検
討
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公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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EE
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IO
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l
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R
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h
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Re
s
er
v
ed
.

Ⅵ
ま
と
め

燃
焼
調
整
及
び
セ
ン
タ
ー
バ
ー
ナ
ー
ノ
ズ
ル
ア
レ
ン
ジ
変
更
に
よ

り
約
25
pp
mの
No
x低
減
を
安
価
・
か
つ
整
備
性
を
改
善
し
た
形
で
実

現
で
き
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
燃
料
性
状
変
動
に
起
因
し
た
No
x上
昇
時

に
お
い
て
も
目
標
協
定
値
を
遵
守
し
つ
つ
最
大
負
荷
で
の
運
用
が
可

能
に
な
っ
た
。

燃
焼
理
論
等
に
示
さ
れ
る
No
x低
減
の
施
策
は
有
効
で
あ
り
、
き
め

細
か
な
調
整
や
軽
微
な
改
造
・
改
善
に
よ
り
環
境
負
荷
軽
減
が
で
き

る
余
地
が
あ
る
事
を
あ
ら
た
め
て
認
識
で
き
た
。

公
開
（
九
州
製
鉄
所
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
室
作
成
）

2
02
1年

1
0月

8日
：

2
02
1年
度

(第
59
回

)全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会
研
究
発
表
資
料
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NI
P
PO
N
 S
T
EE
L
 C
O
RP
O
RA
T
IO
N
 A
l
l 
R
ig
h
ts
 
Re
s
er
v
ed
.

Ⅵ
-5
.2
MG
Cバ
ー
ナ
ー
の
改
造
（
ノ
ズ
ル
孔
ア
レ
ン
ジ
）

(三
菱
重
工
業
㈱
殿
図
面
提
供
)
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蒸気ボイラーの給水予熱に特化した
CO2ヒートポンプ加熱機の開発

昭和鉄工㈱
平田　清
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33
44

Co
nf

id
en

tia
l

33

Co
nf

id
en

tia
l

11
22

Co
nf

id
en

tia
l

11

Co
nf

id
en

tia
l

全全
日日
本本
ボボ
イイ
ララ
ーー
大大
会会
研研
究究
発発
表表
資資
料料

22
00
22
11
年年

11
11
月月

22
66
日日

新新
規規
事事
業業
・・
新新
商商
品品
開開
発発
本本
部部
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77
88

Co
nf

id
en

tia
l

77

Co
nf

id
en

tia
l

55
66

Co
nf

id
en

tia
l

55

Co
nf

id
en

tia
l
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11
11

11
22

Co
nf

id
en

tia
l

LP
G
2%

ﾅﾅ
ﾌﾌ
ｻｻ
8%
ｶｶ
ﾞ゙ｿｿ
ﾘﾘ
ﾝﾝ
20
％％

重重
油油
ｱｱ
ｽｽ
ﾌﾌ
ｧｧ
ﾙﾙ
ﾄﾄ 4
0％％

10
％％

20
％％

※※
日日
本本
石石
油油
連連
盟盟
資資
料料
よよ
りり

石石
油油
のの
蒸蒸
留留
とと
使使
用用
割割
合合 22
00
33
55
年年
まま
でで
にに
純純
ガガ
ソソ
リリ
ンン
車車
販販
売売
禁禁
止止

原原
油油
のの
輸輸
入入
量量

半半
減減
？？

11
11

Co
nf

id
en

tia
l

99
11
00

Co
nf

id
en

tia
l

（（
11
33
AA
））

（（
11
33
AA
））

99

Co
nf

id
en

tia
l
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11
55

11
66

Co
nf

id
en

tia
l

九
州
電
力
C
N
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
：
H
P よ
り

11
55

Co
nf

id
en

tia
l

C
O
2 の
排
出
量

出出
展展
：：
22
00
55
00
年年
カカ
ーー
ボボ
ンン
ニニ
ュュ
ーー
トト
ララ
ルル
のの
実実
現現
にに
向向
けけ
たた
検検
討討

__経経
産産
省省

昭昭
和和
のの
フフ
ィィ
ーー
ルル
ドド

11
33

11
44

Co
nf

id
en

tia
l

家
庭
用
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
累
計
販
売
台
数

日日
冷冷
工工
統統
計計
資資
料料

22
00
33
00
年年
まま
でで
にに

11
44
0000
万万
台台
のの
普普
及及
目目
標標

11
33

Co
nf

id
en

tia
l

IIEE
AA
ロロ
ーー
ドド
ママ
ッッ
ププ

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）
は
２
０
２
１
年
５
月
１
８
日
、２
０
５
０
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
の

排
出
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る
た
め
の
工
程
表
を
発
表
。

・「
石
油
とガ
ス
の
新
規
プ
ロ
ジ
ェク
ト
の
即
時
停
止
」

・「
化
石
燃
料
ボ
イ
ラ
ー
の
新
規
販
売
停
止
を
２
０
２
５
年
か
ら
開
始
」

・「
２
０
３
０
年
ま
で
に
自
動
車
販
売
に
占
め
る
電
気
自
動
車
の
割
合
を
６
０
％
以
上
に
」

・「
２
０
３
５
年
ま
で
に
内
燃
機
関
車
の
新
車
販
売
を
停
止
」

・「
２
０
４
０
年
ま
で
に
世
界
の
電
力
セ
ク
タ
ー
で
実
質
ゼ
ロ
を
達
成
」

・「
２
０
４
５
年
ま
で
に
暖
房
需
要
の
50
％
を
ヒー
ト
ポ
ン
プ
で
満
た
す
」

・「
２
０
５
０
年
ま
で
に
太
陽
光
と風

力
に
よ
る
発
電
を
７
０
％
に
」

出出
展展
：：
IIEE

AA
ホホ
ーー
ムム
ペペ
ーー
ジジ
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11
99

22
00

Co
nf

id
en

tia
l

ハ
イ
パ
ー
貯
湯
槽
内
部
構
造

11
99

Co
nf

id
en

tia
l

P

P

熱 源 機 器
給
水

出
湯

温温
度度
境境
界界
層層

（（
22
55
00
~~33

55
00
ｍｍ
ｍｍ
））

速速
度度
がが
遅遅
いい
かか
らら
混混
ざざ
らら
なな
いい

速速
度度
がが
遅遅
いい
かか
らら
混混
ざざ
らら
なな
いい

ハハ
イイ
パパ
ーー
貯貯
湯湯
槽槽

（（
温温
度度
境境
界界
層層
がが
でで
きき
るる
理理
由由

）） ①①
熱熱
いい
おお
湯湯
はは
上上
部部
よよ
りり
溜溜
めめ
、、
冷冷
たた

いい
水水
はは
下下
部部
よよ
りり
ゆゆ
っっ
くく
りり
入入
れれ
るる
。。

②②
特特
殊殊
内内
管管
にに
よよ
りり
、、
給給
水水
及及
びび
循循
環環

水水
のの
貯貯
湯湯
槽槽
へへ
のの
流流
入入
速速
度度
がが
遅遅
くく

内内
部部
をを
掻掻
きき
回回
ささ
なな
いい
構構
造造
とと
なな
っっ
てて

いい
るる
。。

③③
ハハ
イイ
パパ
ーー
貯貯
湯湯
槽槽
はは
、、
貯貯
湯湯
槽槽
のの
沸沸

きき
上上
げげ
はは
､､１１
回回
転転
でで
行行
うう
。。

（（
従従
来来
型型
はは
2~

3 回回
転転
））

常常
にに

66
00
~~66

55
℃℃
のの
温温
水水
をを

送送
るる
のの
でで
内内
部部
のの
おお
湯湯
をを

冷冷
やや
ささ
なな
いい

常常
時時
低低
温温
のの
水水
をを
送送
るる
のの
でで
熱熱
源源

のの
能能
力力
をを

11
00
00
%%
引引
きき
出出
せせ
るる

ハ
イ
パ
ー
貯
湯
槽
内
部
構
造

11
77

11
88

Co
nf

id
en

tia
l

蒸蒸
気気
ボボ
イイ
ララ

機機
械械
室室

工工
場場
各各
所所

温
水
利
用

熱 交 換 器 等

蒸
気
直
接
利
用

CC
OO

PP
33
～～

44簡簡
単単
なな
給給
水水
切切
りり
込込
みみ
工工
事事
でで
設設
置置
でで
きき
、、
高高
効効
率率
給給
水水
予予
熱熱
でで
化化
石石
燃燃
料料
削削
減減
でで
きき
るる

〇〇
低低
イイ
ニニ
シシ
ャャ
ルル
ココ
スス
トト

〇〇
設設
置置
工工
事事
のの
しし
やや
すす
ささ

〇〇
予予
熱熱
分分
のの

CC
OO

22
削削
減減

エエ
ココ
キキ
ュュ
ーー
トト
にに
比比
べべ
イイ
ニニ
シシ
ャャ
ルル
ココ
スス
トト
、、
設設
置置
面面
積積
的的
にに
有有
利利

本
開
発
品
導
入
方
法

蒸蒸
気気
ボボ
イイ
ララ
はは
燃燃
料料
をを
燃燃
やや
しし
てて

水水
かか
らら
蒸蒸
気気
をを
作作
るる

戻戻
りり

oo
rr  
排排
気気

戻戻
りり

oo
rr  
排排
気気

11
77

Co
nf

id
en

tia
l

九
州
電
力
C
N
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
：
H
Pよ
り
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22
33

22
44

Co
nf

id
en

tia
l

エ
コキ
ュー
ト
との
違
い

ヒー
ト
ポ
ン
プ
は
低
温
側
か
ら
高
温
側
へ
熱
を
くみ
上
げ
る
シ
ス
テ
ム

（
ここ
で
は
低
温
側
は
大
気
、高

温
側
は
お
湯
）

⇒
沸
き
上
げ
温
度
が
高
い
ほ
ど大

変
（
温
度
差
が
大
き
い
）

※
バ
ケ
ツ
で
水
を
1階
か
ら
2階
に
持
って
行
くよ
り、
3階

に
持
って
行
く方
が
大
変

【お
湯
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
】

1L
あ
た
りだ
と・
・・

90
℃
の
お
湯
1L

＞
50
℃
の
お
湯
1L

全
体
で
み
る
と・
・・

90
℃
の
お
湯
×
少
量

＝
50
℃
の
お
湯
×
大
量

温
度
が
高
くな
くて
も
大
量
に
送
れ
ば
、投
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
同
じ
!

低
温
出
湯
の
方
が
有
利
（
CO
Pが
高
い
）

こっ
ち
の
ほ
うが
楽

〇
昼
間
の
運
転

22
33

Co
nf

id
en

tia
l

本
開
発
品
の
エ
コキ
ュー
ト
に
な
い
特
徴

蒸
気
ボ
イ
ラ
の
稼
働
に
合
わ
せ
て
適
切
な
予
熱

22
11

22
22

Co
nf

id
en

tia
l

販
売
に
お
け
る
ポ
イ
ン
ト
の
ま
とめ

【市
場
の
動
向
と市

場
性
】

・ヒ
ー
トポ

ン
プ
市
場
は
業
務
用
か
ら産

業
用
へ
の
展
開
が
広
が
って
き
て
い
る

・改
正
省
エ
ネ
法
が
適
用
され

る
第
一
種
、第

二
種
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
指
定
工
場
等

の
特
定
事
業
者

様
・脱

炭
素
、S
D
Gｓ

、E
SG
に
積
極
的
な
工
場

様
（
特
に
蒸
気
の
小
型
貫
流
ボ
イラ
ー
の
設
置
件
数
・台

数
が
多
い
食
品
工
場
様
）

【自
然
冷
媒
ヒー
ト
ポ
ン
プ
給
水
予
熱
機
の
強
み
】

自
然
冷
媒
ヒー
ト
ポ
ン
プ
給
水
予
熱
機
は
給
水
予
熱
の
ファ
ス
ト
フー
ド

早
い
⇒
簡
単
施
工
で
工
期
を
短
縮

安
い
⇒
特
化
設
計
で
イ
ニ
シ
ャル
ダ
ウ
ン
(エ
コキ
ュー
ト
比
)

旨
い
⇒
特
化
制
御
で
短
期
イ
ニ
シ
ャル
回
収
&
CO
2排

出
量
削
減
効
果

22
11

Co
nf

id
en

tia
l

顕
熱
と潜

熱

顕顕
熱熱
はは
温温
度度
変変
化化
、、
潜潜
熱熱
はは
状状
態態
変変
化化
にに
使使
わわ
れれ
るる
熱熱

（（
44
..11

88
77
kkJJ

//kk
gg））
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22
77

22
88

Co
nf

id
en

tia
l

実
フィ
ー
ル
ド
試
験
状
況

フィ
ー
ル
ド
実
施
先

【年
間
概
略
メ
リッ
ト
試
算
】
※
A重

油
代
:8
0[
円
/L
]
電
気
代
:1
2[
円
/k
W
h]

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

約
60
,0
00
円
/月

×
12
か
月

＝
約
72
0,
00
0円

/年
削
減

CO
2排

出
削
減
量

約
2t
/月

×
12
か
月
=

約
24
t/
年

削
減

22
77

Co
nf

id
en

tia
l

エ
コキ
ュー
ト
との
対
比

自
然
冷
媒
ヒー
ト
ポ
ン
プ
給
水
予
熱
機
は

エ
コキ
ュー
ト
と対

比
し
て
ボ
イ
ラ
ー
給
水
予
熱
に
特
化

①
CO
Pを
相
対
的
に
向
上

昼
間
は
出
湯
温
度
を
低
く、
夜
間
は
出
力
を
低
く

②
加
熱
量
を
相
対
的
に
向
上

昼
間
は
最
大
出
力
、夜

間
は
貯
湯
温
度
を
高
く

昼
間
と夜

間
の
モ
ー
ド
を
切
り替

え
て
、予
熱
効
率
を
最
大
化

22
55

22
66

Co
nf

id
en

tia
l

エエ
ココ
キキ
ュュ
ーー
トト

加加
熱熱
能能
力力
：：
一一
定定
（（
常常
にに
定定
格格
値値
にに
抑抑
制制

※※
11
））

CC
OO

PP
：：
一一
定定

※※
11
蓄蓄
熱熱
がが
基基
本本
でで
省省
エエ
ネネ
のの
たた
めめ

※※
22
給給
水水
温温
度度
、、
外外
気気
温温
度度
条条
件件
一一
定定
のの
場場
合合

自
然
冷
媒
ヒー
ト
ポ
ン
プ
給
水
予
熱
機

加加
熱熱
能能
力力
：：
可可
変変
（（
昼昼
間間
：：
最最
大大
、、
夜夜
間間
：：
最最
小小
））

CC
OO

PP
：：
モモ
ーー
ドド
依依
存存
（（
エエ
ココ
キキ
ュュ
ーー
トト
よよ
りり
有有
利利
））

CC
OO

PP
エエ
ココ
一一
定定

CC
OO

PP
ププ
レレ
昼昼
＞＞

CC
OO

PP
エエ
ココ

CC
OO

PP
ププ
レレ
夜夜
＞＞

CC
OO

PP
エエ
ココ

エ
コキ
ュー
ト
との
違
い

CO
Pが
高
くな
る
調
整
の
上
、各
モ
ー
ド
で
出
来
る
だ
け
多
くの
熱
量
を
投
入

以以
上上
のの
考考
ええ
方方
をを
制制
御御
にに
取取
りり
込込
んん
だだ
のの
がが
自
然
冷
媒
ヒー
ト
ポ
ン
プ
給
水
予
熱
機

最最
大大
熱熱
量量
投投
入入

最最
大大
熱熱
量量
蓄蓄
熱熱

一一
定定
熱熱
量量
投投
入入

※※
33
給給
水水
温温
度度
、、
外外
気気
温温
度度
条条
件件
一一
定定
のの
場場
合合

22
55

Co
nf

id
en

tia
l

エ
コキ
ュー
ト
との
違
い

夜
間
は
お
湯
が
使
わ
れ
な
い
の
で
タ
ン
ク
に
多
くエ
ネ
ル
ギ
ー
を
貯
め
て
お
き
た
い

⇒
貯
め
て
お
け
る
量
は
決
ま
って
る
の
で
、温
度
は
高
い
方
が
い
い

（
エ
コ
キ
ュー
ト
は
一
日
に
使
用
す
る
お
湯
を
夜
間
蓄
熱
+
昼
間
の
追
い
炊
き
す
る
。沸

き
上
げ
温
度
は
昼
夜
一
定
）

一
方
で
10
0k
m
の
距
離
を
車
で
走
る
とき
・・
・

①
時
速
10
0k
m
で
1時
間
か
け
て
走
る

②
時
速
50
km
で
2時

間
か
け
て
走
る
⇒
燃
費
は
②
の
ほ
うが
い
い

ヒー
ト
ポ
ン
プ
も
同
じ
で
、タ
ン
ク
へ
の
時
間
当
た
りの
投
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
考
え
る
と・
・・

30
kW

（
1秒

間
に
30
kJ
）
と
20
kW

（
1秒

間
に
20
kJ
）
で
は

加
熱
能
力
が
小
さ
い
方
が
時
間
は
か
か
る
が
燃
費
が
い
い
（
消
費
電
力
少
）

最
終
的
な
貯
め
る
量
が
同
じ
な
ら
能
力
を
絞
った
方
が
有
利
（
CO
Pが
高
い
）

〇
夜
間
の
運
転

ボイラー大会資料.indb   52ボイラー大会資料.indb   52 2021/11/04   10:50:452021/11/04   10:50:45



－53－－52－

22
99

33
00

Co
nf

id
en

tia
l

ご
清
聴
あ
りが
とう
ご
ざ
い
ま
し
た
。

22
99

Co
nf

id
en

tia
l

実
フィ
ー
ル
ド
試
験
状
況
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－57－

パネルディスカッション
テーマ：2050 年カーボンニュートラルと産業用ボイラー

　現在、ボイラーは多様な産業で熱源等に利用されている。しかし、
2050 年にカーボンニュートラルを目指すとなれば、産業用ボイラーは
今後どうなるのだろうか。有識者の意見を聞く。

コーディネータ	 渡　	辺　　　学　	（一般社団法人日本ボイラ協会	
省エネルギー委員会委員長、	
東京海洋大学教授）

パ ネ リ ス ト	 行　廣　侑　真
	 　（資源エネルギー庁）
	 藤　井　重　雄
	 　（藤井技術士事務所）
	 竹　本　真　典
	 　（三浦工業（株））
	 渡　邉　澂　雄
	 　（名古屋大学大学院）
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－59－

〔事例発表Ⅰ〕　

第６次エネルギー基本計画

資源エネルギー庁
行廣　侑真

ボイラー大会資料.indb   59ボイラー大会資料.indb   59 2021/11/04   10:50:452021/11/04   10:50:45



－61－－60－

4

■
新
た
な
20
30
年
削
減
目
標
に
向
け
た
イ
メ
ー
ジ

20
50
年
を
⾒
据
え
た
20
30
年
の
政
策
の
あ
り方

（
政
策
の
方
向
性
）

化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー

①
省
エ
ネ
の
深
掘
り

時
間
軸

20
30

20
13

エ
ネ
ル
ギ
ー

使
用
量

②
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

導
入
拡
大


再
エ
ネ
の
主
力
電
源
へ
の
取
組


原
⼦
力
政
策
の
再
構
築


⽕
力
発
電
の
今
後
の
あ
り方


「温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
20
30
年
度
に
20
13
年
度
⽐
46
％
削
減
し、
さら
に
50
％
の
高
み
を
目
指
して
挑
戦
を
続
け
る
」と
い
う新

た
な

削
減
目
標
の
実
現
に
向
け
て
は
、3
E+
Sの
バ
ラン
ス
を
とり
な
が
ら、
①
徹
底
した
省
エ
ネ
の
深
掘
りと
②
非
化
⽯
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
⼊
拡
⼤
に

取
り組

む
。


20
30
年
に
向
け
て
は
、現

状
の
延
⻑
で
想
定
で
き
る
技
術
が
中
⼼
で
あ
り、
具
体
的
な
道
筋
を
しっ
か
り検

討
す
る
。

20
50
年
に
向
け
た
課
題
と対

応
（
政
策
の
方
向
性
）

水
素
（
水
素
還
元
製
鉄
、

FC
Vな
ど）

電
化
・水
素
化
等
で

脱
炭
素
化
で
き
な
い
領
域
は

CC
U
S/
カ
ー
ボ
ン
リサ
イ
ク
ル
等

の
最
大
限
活
用

電
化

非
化
石
電
源

再
エ
ネ

原
⼦
⼒

⽕
⼒
＋
CC
US
/カ
ー
ボ
ン

リサ
イク
ル

水
素
・ア
ンモ
ニア

メ
タ
ネ
ー
シ
ョン
、

合
成
燃
料

⺠
⽣

1.
1億

トン

産
業

2.
8億

トン

運
輸

2.
0億

トン

非 電 力 電 力
4.
4億

トン
電
力

⺠
⽣

産
業

運
輸

20
19
年

10
.3
億
トン

20
30
年

（
GH
G全

体
で
20
13
年
度
⽐
▲
46
%
）

※
更
に
50
％
の
高
み
に
向
け
挑
戦
を続

け
る

20
50
年

排
出
＋
吸
収
で
実
質
0ト
ン

（
▲
10
0%

）

※
数
値
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
CO
2

炭 素
除 去

植
林
、

D
AC
CS
な
ど

バ
イ
オ
マ
ス


電
⼒
部
門
は
、再
エ
ネ
や
原
⼦
力
な
どの
実
用
段
階
に
あ
る
脱
炭
素
電
源
を
活
用
し着

実
に
脱
炭
素
化
を
進
め
る
とと
も
に
、水

素
・ア
ンモ

ニア
発
電
や
CC
US
/カ
ー
ボ
ンリ
サ
イク
ル
に
よ
る
炭
素
貯
蔵
・再
利
⽤
を
前
提
とし
た
⽕
力
発
電
な
どの
イ
ノベ
ー
シ
ョン
を
追
求
。


非
電
⼒
部
門
は
、脱
炭
素
化
さ
れ
た
電
力
に
よ
る
電
化
を
進
め
る
。電
化
が
困
難
な
部
門
（
高
温
の
熱
需
要
等
）
で
は
、水
素
や
合
成
メ

タ
ン
、合
成
燃
料
の
活
用
な
どに
よ
り脱

炭
素
化
。


こう
した
対
応
を
進
め
る
た
め
、イ
ノベ
ー
シ
ョン
を
具
体
化
し、
気
候
変
動
問
題
へ
の
対
応
を
成
⻑
戦
略
に
つ
な
げ
る
た
め
、昨

年
12
月
、

「2
05
0年

カー
ボ
ンニ
ュー
トラ
ル
に
伴
うグ
リー
ン成

⻑
戦
略
」を
策
定
。令

和
3年

6月
に
は
、更

な
る
具
体
化
を
⾏
った
。


カー
ボ
ンニ
ュー
トラ
ル
へ
の
道
筋
は
、技

術
⾰
新
や
社
会
変
化
な
ど不

確
実
性
が
あ
る
中
、目

指
す
べ
き
方
向
性
、ビ
ジ
ョン
とし
て
捉
え
る
。

3

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基
本
的
考
え
方


エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
CO
2は
温
室
効
果
ガ
ス
の
8割

以
上
を
占
め
、気

候
変
動
対
策
を
進
め
る
上
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
が
重
要
。


エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
は
、エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
基
本
法
に
基
づ
き
、エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基
本
的
な
方
針
を
定
め
る
も
の
。将

来
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
）
に
つ
い
て
も
、こ
れ
に
合
わ
せ
て
策
定
す
る
。


気
候
変
動
問
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、成

⻑
戦
略
とし
て
取
り組

み
、経

済
と環

境
の
好
循
環
を
⽣
み
出
して
い
くこ
とが
重
要
。

同
時
に
、エ
ネ
ル
ギ
ー
は
全
て
の
社
会
・経
済
活
動
を
支
え
る
土
台
で
あ
り、
20
50
年
カー
ボ
ンニ
ュー
トラ
ル
や
20
30
年
の
新
た
な

削
減
目
標
を
目
指
す
に
あ
た
って
も
、我

が
国
の
国
際
競
争
⼒
維
持
や
国
⺠
⽣
活
の
観
点
か
ら、
3E
+
S（

安
全
性
を
前
提
に
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
、経
済
効
率
性
の
向
上
、環
境
適
合
）
の
バ
ラ
ン
ス
を
とり
な
が
ら進

め
て
い
く必
要
が
あ
る
。


現
在
進
め
て
い
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
の
⾒
直
しに
向
け
、2
05
0年

に
向
け
た
課
題
と対

応
や
、2
05
0年

を
⾒
据
え
た
20
30

年
の
政
策
の
あ
り方

を
とり
ま
とめ
る
。

2

日
本
の
G
H
G
排
出
量
（
20
19
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
CO
2

10
.3
億
t-
CO
2

非
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
CO
2

0.
8億

t-
CO
2

一
酸
化
窒
素

0.
2億

t-
CO
2

メタ
ン

0.
3億

t-
CO
2

代
替
フロ
ン等

4ガ
ス

0.
6億

t-
CO
2

G
H
G
排
出
量

12
.１
億
トン

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
CO
2

85
%

第
6次

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

令
和
３
年
11
月
26
日

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

⾏
廣

侑
真

2
0
2
1
年
度

第
5
9
回
全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
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〜
日
本
は
資
源
に
乏
しく
、国
際
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
連
結
も
な
い
。〜

日日
仏仏

中中
印印

独独
英英

米米

１１
２２
％％

５５
５５
％％

８８
００
％％

６６
３３
％％

３３
７７
％％

７７
００
％％

９９
８８
％％

【【
主主

なな
国国

産産
資資

源源
】】

無無
しし

原原
子子

力力
石石

炭炭
石石

炭炭
石石

炭炭
石石

油油
天天

然然
ガガ
スス

天天
然然

ガガ
スス

石石
油油

･･石石
炭炭

再再
エエ
ネネ
設設

備備
利利

用用
率率

（（
太太

陽陽
光光

））
１１
５５
％％

１１
４４
％％

１１
６６
％％

１１
８８
％％

１１
１１
％％

１１
１１
％％

１１
９９
％％

再再
エエ
ネネ
設設

備備
利利

用用
率率

（（
風風

力力
））

２２
５５
％％

２２
９９
％％

２２
５５
％％

２２
３３
％％

３３
００
％％

３３
１１
％％

３３
７７
％％

国国
際際

パパ
イイ
ププ
ララ
イイ
ンン

××
○○

○○
××

○○
○○

○○

国国
際際

送送
電電

線線
××

○○
○○

○○
○○

○○
○○

主
要
国
と比

較
した
日
本
が
置
か
れ
て
い
る
状
況

8

⾃
給
率
(2
01
8年

)
※
中
・
印
は
20
17
年

燃
料
転
換
の
取
り組

み

7
出
典
︓
20
50
年
に
向
け
た
ガ
ス
事
業
の
在
り方

研
究
会
中
間
とり
ま
とめ
（
20
21
年
4月

5日
）


20
30
年
に
向
け
て
は
徹
底
した
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
加
え
て
、電

化
・天
然
ガ
ス
シ
フト
な
どの
燃
料
転
換
に
も
取
り組

む
。


特
に
ガ
ス
体
に
つ
い
て
は
、産

業
・⺠
⽣
・運
輸
部
門
（
非
電
⼒
）
に
お
け
る
天
然
ガ
ス
利
⽤
機
器
の
高
効
率
化
、ガ
ス
コー
ジ
ェネ
レ
ー
シ
ョ

ン
の
導
⼊
促
進
な
どに
加
え
、ガ
ス
体
の
脱
炭
素
化
とし
て
都
市
ガ
ス
の
5%

の
カー
ボ
ン
ニ
ュー
トラ
ル
化
（
既
存
イン
フラ
へ
の
合
成
メタ
ン

注
⼊
1％

な
ど）

を
目
指
す
。

[万
kL
]

①
20
19
年
度

（
実
績
）

②
20
30
年
度
目
標

（
H
27
策
定
時
）

③
20
30
年
度

（
今
回
）

増
加
分

(③
ー
②
)

産
業
部
門

32
2

1,
04
2

1,
35
0程

度
30
0程

度

業
務
部
門

41
4

1,
22
7

1,
35
0程

度
15
0程

度

家
庭
部
門

35
7

1,
16
0

1,
20
0程

度
50
程
度

運
輸
部
門

56
2

1,
60
7

2,
30
0程

度
70
0程

度

合
計

1,
65
5

5,
03
6

6,
20
0程

度
1,
20
0程

度

※
合
計
は
四
捨
五
⼊
の
関
係
で
一
致
しな
い
場
合
が
あ
る

6


各
業
界
の
省
エ
ネ
深
掘
りに
向
け
た
ヒア
リン
グ
等
を
踏
ま
え
、省

エ
ネ
対
策
の
野
⼼
的
な
⾒
直
しを
⾏
い
、2
03
0年

度
に
お
け

る
省
エ
ネ
量
を
20
15
年
策
定
時
の
5,
03
6万

kL
か
ら1
,2
00
万
kL
程
度
深
掘
った
結
果
、6
,2
00
万
kL
程
度
とな
った
。

20
30
年
度
省
エ
ネ
量
目
標
値

5

20
30
年
の
省
エ
ネ
対
策
の
⾒
直
し


20
30
年
に
向
け
た
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
目
標
の
⾒
直
しに
当
た
って
は
、省

エ
ネ
ル
ギ
ー
⼩
委
員
会
に
お
い
て
、現

⾏
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
に
お
い
て
積
み
上
げ
られ
て
い
る
省
エ
ネ
対
策
を
土
台
とし
て
、以

下
の
方
針
で
野
⼼
的
に
⾒
直
し

を
⾏
った
。

①
進
捗
が
順
調
な
対
策
や
更
な
る
政
策
目
標
を
掲
げ
て
い
る
対
策
は
省
エ
ネ
量
を
上
方
修
正
す
る

②
進
捗
に
一
定
の
遅
れ
が
⾒
られ
る
対
策
は
省
エ
ネ
量
を
維
持
しつ
つ
、更

な
る
対
策
を
検
討
す
る

③
進
捗
が
全
く⾒
られ
な
い
⼜
は
著
しく
遅
れ
て
い
る
対
策
に
つ
い
て
は
、そ
の
理
由
を
明
らか
に
し、

省
エ
ネ
量

堅
持
を
指
向
しつ
つ
も
、対

策
を
抜
本
的
に
⾒
直
す

④
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
策
定
以
降
、社

会
や
技
術
の
変
化
等
踏
ま
え
、新

た
な
対
策
も
積
み
上
げ
る

ボイラー大会資料.indb   61ボイラー大会資料.indb   61 2021/11/04   10:50:462021/11/04   10:50:46



－63－－62－

83 ４４
４４

89 ２２
６６

83 ２２
６６

56

東
京
電
⼒
H
D
㈱

福
島
第
⼀
原
⼦
⼒
発
電
所

東
北
電
⼒
㈱

⼥
川
原
⼦
⼒
発
電
所

中
部
電
⼒
㈱

浜
岡
原
⼦
⼒
発
電
所

日
本
原
⼦
⼒
発
電
㈱

東
海
・
東
海
第
二
発
電
所

東
京
電
⼒
H
D
㈱

柏
崎
刈
⽻
原
⼦
⼒
発
電
所

中
国
電
⼒
㈱

島
根
原
⼦
⼒
発
電
所

北
陸
電
⼒
㈱

志
賀
原
⼦
⼒
発
電
所

日
本
原
⼦
⼒
発
電
㈱

敦
賀
発
電
所

関
⻄
電
⼒
㈱

高
浜
発
電
所

関
⻄
電
⼒
㈱

美
浜
発
電
所

東
北
電
⼒
㈱

東
通
原
⼦
⼒
発
電
所

東
京
電
⼒
H
D
㈱

東
通
原
⼦
⼒
発
電
所

九
州
電
⼒
㈱

⽞
海
原
⼦
⼒
発
電
所

関
⻄
電
⼒
㈱

大
飯
発
電
所

東
京
電
⼒
H
D
㈱

福
島
第
二
原
⼦
⼒
発
電
所

電
源
開
発
㈱

大
間
原
⼦
⼒
発
電
所

13
8

１１
６６

13
9

11
0

78
78

78
78

46

17

54

11
0

３３
５５

11
0

３３
００

11
0

２２
８８

11
0

２２
７７

11
0

３３
１１

13
7

34
50

5646
82 ３３
２２

11
0

１１
５５

13
8

(2
01
4.
6.
10
)

(2
01
4.
2.
14
)

11
0

２２
９９

PW
R

BW
R

AB
W
R

出
⼒
(万
kW

)

年
数

四
国
電
⼒
㈱

伊
方
発
電
所

57

11
8

11
8

57
九
州
電
⼒
㈱

川
内
原
⼦
⼒
発
電
所
(2
01
5.
8.
11
)
(2
01
5.
10
.1
5)

11
0

11
0

11
0

11
0

13
6

２２
４４

13
6

２２
４４

83 ４４
６６

83 ４４
５５

11
8

２２
９９

11
8

２２
８８

87 ３３
６６

87 ３３
６６

２２
７７

11
8

11
8

２２
４４

89 ３３
７７

89 ３３
５５

58 ３３
２２

58 ３３
００

91 １１
１１

北
海
道
電
⼒
㈱

泊
発
電
所

(2
01
3.
7.
8)

83 １１
９９

(2
02
0.
2.
26
)

54 ２２
８８

12
1

１１
５５

(2
01
4.
8.
12
)

11
6

３３
４４

36

(2
01
5.
11
.5
)

11
4

２２
７７

(2
01
5.
6.
16
)

11
0

３３
４４

84

(2
02
1.
6.
23
)

(2
01
8.
5.
9)

(2
01
8.
3.
14
)

(2
01
6.
2.
29
)

(2
01
6.
1.
29
)

(2
01
3.
12
.2
5)

(2
01
8.
6.
16
)

(2
01
8.
3.
23
)

(2
01
6.
8.
12
)

(2
01
4.
12
.1
6)

(2
01
8.
8.
10
)

11
0

４４
２２

(2
01
8.
9.
26
)

52

(2
01
6.
4.
20
)

(2
01
7.
12
.2
7)

停 止 中

10
基

再
稼
働

３
基

設
置
変
更
許
可
+
理
解
表
明

11
基

新
規
制
基
準

審
査
中 (申
請
日
)

9基未
申
請

24
基

廃
炉

20
21
年
８
月
30
日
時
点

３
基

設
置
変
更
許
可 (許

可
日
)

(許
可
日
)

(起
動
日
)


エ
ネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
の
実
現
に
向
け
、設

備
利
⽤
率
の
向
上
や
40
年
超
運
転
も
含
め
、安

全
確
保
を
⼤
前
提
とし
て
、地

元
の
理
解
を
得
な
が
ら再

稼
働
を
進
め
る
。

原
⼦
力
発
電
所
の
現
状

20
21
年
８
月
30
日
時
点 12

原
⼦

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
特

性

11


東
京
電
⼒
福
島
第
一
原
⼦
⼒
発
電
所
事
故
へ
の
真
摯
な
反
省
が
原
⼦
⼒
政
策
の
出
発
点
。


CO
2の
排
出
削
減
に
貢
献
す
る
電
源
とし
て
、い
か
な
る
事
情
よ
りも
安
全
性
を
全
て
に
優
先
させ
、国

⺠
の
懸
念
の
解
消
に
全

⼒
を
挙
げ
る
前
提
の
下
、原

⼦
⼒
規
制
委
員
会
に
よ
り世

界
で
最
も
厳
しい
水
準
の
規
制
基
準
に
適
合
す
る
と認

め
られ
た
場

合
に
は
、そ
の
判
断
を
尊
重
し原

⼦
⼒
発
電
所
の
再
稼
働
を
進
め
る
。国

も
前
⾯
に
⽴
ち
、⽴

地
⾃
治
体
等
関
係
者
の
理
解
と

協
⼒
を
得
る
よ
う取

り組
む
。


こう
した
方
針
の
下
、電

源
構
成
で
は
これ
ま
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
で
示
した
20
〜
22
％
程
度
を
⾒
込
む
。

20
30

年
に

向
け

た
原

⼦
力

の
考

え
方

•
優
れ
た
安
定
供
給
性
と効

率
性
（
燃
料
投
⼊
量
に
対
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
出
⼒
が
圧
倒
的
に
⼤
き
く、

数
年
に
わ
た
って
国
内
保
有
燃
料
だ
け
で
⽣
産
が
維
持
で
き
る
準
国
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
）

+
高
い
技
術
⾃
給
率
（
国
内
に
サ
プ
ライ
チ
ェー
ンを
維
持
）

+
レ
ジ
リエ
ンス
向
上
へ
の
貢
献
（
回
転
電
源
とし
て
の
価
値
、太

平
洋
側
・日
本
海
側
に
分
散
⽴
地
）

①
安

定
供

給
(E

ne
rg

y 
Se

cu
ri

ty
)

②
経

済
効

率
性

(E
co

no
m

ic
 E

ff
ic

ie
nc

y)

③
環

境
適

合
(E

nv
ir

on
m

en
t)

•
運
転
コス
トが
低
廉

•
燃
料
価
格
変
動
の
影
響
を
うけ
に
くい
（
数
年
に
わ
た
って
国
内
保
有
量
だ
け
で
運
転
可
能
）

•
運
転
時
に
CO
2を
排
出
しな
い

•
ライ
フサ
イク
ル
CO
2排

出
量
が
少
な
い

特
性

G
W
(億
kW

h)
20
30
年
度
の
野
⼼
的
水
準

H
27
策
定
時

太
陽

光
10

3.
5~

11
7.

6G
W

（
1,

29
0~

1,
46

0）
64

GW
 (

74
9)

陸
上

風
⼒

17
.9

GW
（

34
0）

9.
2G

W
 (

16
1)

洋
上

風
⼒

5.
7G

W
（

17
0）

0.
8G

W
 (

22
)

地
熱

1.
5G

W
（

11
0）

1.
4~

1.
6G

W
(1

02
~

11
3)

水
⼒

50
.7

GW
（

98
0）

48
.5

~
49

.3
GW

(9
39

~
98

1)

バ
イオ

マ
ス

8.
0G

W
（

47
0）

6~
7G

W
(3

94
~

49
0)

発
電
電
力
量

3,
36
0~
3,
53
0億

kW
h

2,
36
6~
2,
51
5億

kW
h

10

※
20

30
年

度
の

野
⼼

的
水

準
は

概
数

で
あ

り、
合

計
は

四
捨

五
⼊

の
関

係
で

一
致

しな
い

場
合

が
あ

る

20
30
年
度
の
再
⽣
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
⾒
込
量


20

30
年

度
の

再
⽣

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
導

⼊
量

は
、足

下
の

導
⼊

状
況

や
認

定
状

況
を

踏
ま

え
つ

つ
、各

省
の

施
策

強
化

に
よ

る
最

⼤
限

の
新

規
案

件
形

成
を

⾒
込

む
こと

に
よ

り、
3,

13
0億

kW
hの

実
現

を
目

指
す

（
政

策
対

応
強

化
ケ

ー
ス

）
。


そ

の
上

で
、2

03
0年

度
の

温
室

効
果

ガ
ス

46
%

削
減

に
向

け
て

は
、も

う一
段

の
施

策
強

化
等

に
取

り組
む

こと
とし

、そ
の

施
策

強
化

等
の

効
果

が
実

現
した

場
合

の
野

⼼
的

な
も

の
とし

て
、合

計
3,

36
0〜

3,
53

0億
kW

h程
度

（
電

源
構

成
で

は
36

〜
38

%
）

の
再

エ
ネ

導
⼊

を
目

指
す

。


な
お

、こ
の

水
準

は
、上

限
や

キ
ャッ

プ
で

は
な

く、
今

後
、現

時
点

で
想

定
で

き
な

い
よ

うな
取

組
が

進
み

、早
期

に
これ

らの
水

準
に

到
達

し、
再

⽣
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
導

⼊
量

が
増

え
る

場
合

に
は

、更
な

る
高

み
を

目
指

す
。

※
改

訂
ミッ

クス
水

準
に

お
け

る
各

電
源

の
設

備
利

⽤
率

は
、「

総
合

エ
ネ

ル
ギ

ー
統

計
」の

発
電

量
と再

エ
ネ

導
⼊

量
か

ら、
直

近
3年

平
均

を
試

算
した

デ
ー

タ等
を

利
⽤

総
合

エ
ネ

ル
ギ

ー
調

査
会

再
⽣

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
⼤

量
導

⼊
・次

世
代

電
⼒

ネ
ット

ワ
ー

ク⼩
委

員
会

（
第

31
回

）
資

料
２

参
照


電
源
毎
に
、認

定
か
ら運

転
開
始
ま
で
の
期
間
（
運
転
開
始
期
間
）
を
定
め
、認

定
か
ら起

算
して
、運

転
開
始

期
間
が
経
過
した
日
を
運
転
開
始
期
限
と設

定
し、
超
過
した
場
合
に
は
、超

過
期
間
分
だ
け
調
達
期
間
を
短
縮
。


具
体
的
な
運
転
開
始
期
間
は
、各

電
源
の
開
発
の
特
性
に
応
じて
、定

め
られ
て
い
る
。ま
た
、太

陽
光
、風

⼒
、

地
熱
の
各
電
源
の
うち
、環

境
影
響
評
価
法
に
基
づ
く環
境
ア
セ
ス
メン
ト（

法
ア
セ
ス
）
が
必
要
な
案
件
に
つ
い

て
は
、そ
れ
に
要
す
る
期
間
を
考
慮
した
運
転
開
始
期
間
を
定
め
て
い
る
。

＜
電
源
毎
の
運
転
開
始
期
間
（
認
定
か
ら運

転
開
始
期
限
ま
で
の
期
間
）
＞

9

太
陽
光

風
⼒

地
熱

中
⼩
水
⼒

バ
イオ
マ
ス

（
多
目
的
ダム
併
設
型
は
ダム
建
設
の
遅
れ
を
考
慮
）

FI
T認

定

3年
間 ４
年
間

４
年
間７
年
間

４
年
間

＋
２
年
間

＋
４
年
間

＋
４
年
間

※
運
転
開
始
期
間
を
超
過
して
運
転
開
始
した
場
合
、超

過
した
分
だ
け
調
達
期
間
が
短
縮
。

※
※
法
ア
セ
ス
対
象
の
場
合
、そ
れ
ぞ
れ
点
線
の
期
間
分
を
考
慮
した
設
定
とし
て
い
る
。

（
参
考
）
各
電
源
の
リー
ドタ
イ
ム
に
つ
い
て
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2
2

0.
3

0.
3320.
5

0246810

米
国

日
本

ガ
ス
価
格

域
内
パ
イプ
ライ
ンコ
ス
ト

液
化
コス
ト

輸
送
コス
ト

その
他

-

20
.0

40
.0

60
.0

80
.0

10
0.
0

12
0.
0

14
0.
0

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
30

日
中
印
の
LN
G輸

⼊
量
推
移

中
国

イ
ン
ド

日
本


欧
米
は
、ガ
ス
が
気
体
の
ま
ま
パ
イプ
ライ
ンで
流
通
して
お
り、
ガ
ス
⽕
⼒
が
経
済
合
理
的
。一

方
、日

本
は
ガ
ス
の
液
化
や
輸
送
に

コス
トが
掛
か
る
こと
も
あ
り、
限
界
費
⽤
ベ
ー
ス
で
は
⽯
炭
⽕
⼒
の
方
が
経
済
合
理
的
。ガ
ス
⽕
⼒
は
環
境
対
応
・セ
キ
ュリ
テ
ィの

観
点
で
活
⽤
。


⽯
炭
⽕
⼒
か
らの
過
度
な
ガ
ス
⽕
⼒
へ
の
シ
フト
は
、①

燃
料
の
必
要
量
が
確
保
で
き
な
い
リス
ク、
②
LN
Gス
ポ
ット
価
格
の
上
昇

リス
クが
あ
る
。3
E＋

Sの
適
切
な
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
を
組
む
必
要
が
あ
る
。

欧
米
との
⽐
較

①
必
要
量
の
確
保
が
難
航
す
る
リス
ク

②
LN
Gス
ポ
ット
価
格
上
昇
リス
ク

[ド
ル
/M
M
Bt
u]

－
16
2℃
で液
化
して

輸
送
する
コス
ト


中
国
・イ
ンド
との
獲
得
競
争
激
化

BCM(10億m3)


在
庫
貯
蔵
に
は
冷
却
設
備
が
必
要
（
コス
ト増

）

備
蓄
して
も
1年

程
度
で
気
化

(⽯
炭
は
雨
ざ
らし
保
管
可
能
)


欧
米
は
、気
体
の
ま
ま
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
で
流
通


日
本
は
、液
化
・輸
送
コス
トが
追
加
で
発
⽣


⻑
期
契
約
は
油
価
連
動
、ス
ポ
ット
は
中
国
等
の
需
要
で
変
動
※

※
20
20
冬
の需

要
増
の際

、3
3ド
ル
/M
M
Bt
uま
で
急
騰
(2
02
0年
4月
は
、2
ドル

/M
M
Bt
u)

1.
3倍

1.
6倍

今
後
10
年

(2
02
0→
30
年
)

の
増
加
率

（
参
考
）
⽕
力
発
電
の
ガ
ス
偏
重
の
リス
ク

16


足
元
の
⽯
炭
⽐
率
は
32
%
。省

エ
ネ
法
の
規
制
強
化
（
最
新
鋭
の
US
C水

準
の
発
電
効
率
目
標
43
%
へ
の
引
上
げ
等
）
な

どに
よ
り2
03
0年

に
向
け
て
非
効
率
⽯
炭
⽕
⼒
の
フェ
ー
ドア
ウト
を
着
実
に
進
め
、現

⾏
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
に
お
け
る
26
%
ま

で
引
き
下
げ
る
こと
とし
て
い
る
。


26
％
に
は
建
設
中
の
⽯
炭
⽕
⼒
9基

も
含
ま
れ
る
中
、更

に
⽯
炭
⽕
⼒
⽐
率
を
⾒
直
す
場
合
は
安
定
供
給
の
課
題
に
加
え
、

製
造
業
へ
の
影
響
の
課
題
が
あ
り、
20
%
台
前
半
へ
の
引
下
げ
も
相
当
の
困
難
を
伴
うが
、2
03
0年

度
に
向
け
て
最
⼤
限
の
引

き
下
げ
て
い
く。

※
⽴
地
地
域
に
お
け
る
電
⼒
供
給
体
制
の
状
況
な
ど、
地
域
特
性
に
応
じた
配
慮
も
必
要
。

石
炭
⽕
力
の
更
な
る
削
減
に
向
け
た
基
本
的
な
考
え
方 製
造
業
の
自
家
発
削
減
によ
る

国
際
競
争
力
の
低
下


10
万
kW

の
⽯
炭
⽕
⼒
⾃
家
発
電

⼒
を
系
統
か
らの
購
⼊
に
切
り替

え
る

と年
間
約
10
0億

円
増
※

※
料
⾦
の
差
分
を
約
14
円
/k
W
hと
設
定

製
造
業
等

8％
製
造
業
等

8％
製
造
業
等

大
⼿
電
力

(非
効
率
)

9％
大
⼿
電
力

(非
効
率
)

3％

大
⼿
電
力

(非
効
率
)

大
⼿
電
力

(高
効
率
)

14
％

大
⼿
電
力

(高
効
率
)

16
％

大
⼿
電
力

(高
効
率
)

0

50
0

1,
00
0

1,
50
0

2,
00
0

2,
50
0

3,
00
0

20
19
年
度
実
績

（
石
炭
比
率
32
％
）

20
30
年
度

（
石
炭
比
率
26
％
）

20
30
年
度

（
更
な
る
削
減
）

非
効
率
石
炭

フェ
ー
ドア
ウト

[億
kW
h]

高
効
率
石
炭

の
抑
制

製
造
自
家
発

へ
の
切
り込

み

＜
石
炭
⽕
力
の
更
な
る
引
き
下
げ
の
方
向
性
＞

更
な
る
削
減

15
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化
⽯
燃
料
の
中
に
も
、⽯

炭
、⽯

油
、L
NG
とそ
れ
ぞ
れ
一
⻑
一
短
の
特
徴
を
持
つ
燃
料
が
あ
る
。


⽕
⼒
発
電
は
、こ
れ
ら燃

料
の
選
択
肢
を
保
持
して
お
り、
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
を
組
む
こと
で
安
定
供
給

を
維
持
す
る
こと
が
で
き
る
。


今
後
、脱

炭
素
⽕
⼒
に
向
け
た
転
換
を
進
め
る
に
あ
た
って
も
、化

⽯
＋
CC
US
、水

素
・ア
ンモ
ニア

発
電
の
技
術
的
熟
度
等
を
踏
ま
え
な
が
ら、
３
Eを
満
た
す
適
切
な
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
を
組
む
こと
が
重

要
。

（（
参参

考考
））
適
切
な
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
の
確
保

石
炭

石
油

LN
G

ｴﾈ
ﾙｷ
ﾞｰ
･

ｾｷ
ｭﾘ
ﾃｨ

燃
料
調
達
の
柔
軟
性

○
◎ 高
い

△

地
政
学
的
リス
ク

◎ 低
い

△
〇

経
済
性

発
電
コス
ト

〇
△

〇

燃
料
価
格

◎ 安
い

△
〇

環
境
性

温
室
効
果
ガ
ス

多
少

⽕
力
発
電
に
関
す
る
基
本
的
な
考
え
方


脱
炭
素
の
世
界
的
な
潮
流
の
中
、2
03
0年

に
向
け
て
、非

化
⽯
電
源
の
導
⼊
状
況
も
踏
ま
え
な
が
ら、
安
定
供
給
確
保
を
⼤
前

提
に
、⽕

⼒
発
電
の
⽐
率
を
で
き
る
限
り引

き
下
げ
て
い
くこ
とが
基
本
。


その
際
、⽕

⼒
は
震
災
以
降
の
電
⼒
の
安
定
供
給
や
電
⼒
レ
ジ
リエ
ンス
を
支
え
て
き
た
重
要
な
供
給
⼒
で
あ
り、
ま
た
再
エ
ネ
の
更

な
る
導
⼊
拡
⼤
が
進
む
中
で
、当

⾯
は
再
エ
ネ
の
変
動
性
を
補
う調

整
⼒
・供
給
⼒
とし
て
必
要
で
あ
り、
過
度
な
退
出
抑
制
な
ど安

定
供
給
を
⼤
前
提
に
進
め
て
い
く。


こう
した
方
針
の
下
、エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
観
点
か
ら、
天
然
ガ
ス
や
⽯
炭
を
中
⼼
に
適
切
な
⽕
⼒
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
を
維
持
し、

LN
G⽕

⼒
は
20
％
程
度
、⽯

炭
⽕
⼒
は
19
％
程
度
、⽯

油
⽕
⼒
等
は
最
後
の
砦
とし
て
必
要
最
⼩
限
の
2%

程
度
を
⾒
込
む
。


ま
た
、2
05
0年

カー
ボ
ンニ
ュー
トラ
ル
に
向
け
て
、従

来
型
の
化
⽯
⽕
⼒
が
果
た
して
き
た
機
能
を
脱
炭
素
型
電
源
に
置
き
換
え
て

い
くこ
とが
必
要
。こ
の
た
め
、⽕

⼒
の
脱
炭
素
化
の
取
組
を
加
速
度
的
に
促
進
。

非
効
率
⽕
力
の

フェ
ー
ドア
ウ
ト

現
状

20
30
年

20
50
年

水
素
・ア
ン
モ
ニ
ア
や
CC
U
S等

の
活
用
に
よ
る
⽕
力
の
脱
炭
素
化

従
来
型
の
化
石
⽕
力
を

脱
炭
素
型
電
源
に
置
き
換
え

＜
⽕
力
の
脱
炭
素
化
に
向
け
た
イ
メ
ー
ジ
＞

Ｌ
Ｎ
Ｇ

石
炭

石
油

非
常
時
電
源

非
効
率
⽕
力
の
フェ
ー
ドア
ウ
ト

ア
ベ
イ
トメ
ン
ト措

置
（
混
焼
・C
CU
S等

）
の
推
進

脱
炭
素
化
を
加
速
化

（
技
術
実
装
・投
資
促
進
）

⽕
力

発
電
量

非
連
続
的
な

イ
ノベ
ー
シ
ョン

（
技
術
革
新
）

過
度
な
退
出
抑
制

⽕
力
発
電
か
らの

CO
2排

出
を
実
質
ゼ
ロ

13

ボイラー大会資料.indb   63ボイラー大会資料.indb   63 2021/11/04   10:50:482021/11/04   10:50:48



－65－－64－

20

水
素
発
電
・ア
ン
モ
ニ
ア
発
電
概
要

水
素

ア
ン
モ
ニ
ア

概 要 現 状 の 取 組


燃
焼
速
度
が
⽐
較
的
近
い
ガ
ス
⽕
⼒
発
電
に
水
素
を
混
⼊
。

水
素
の
燃
焼
速
度
が
速
い
た
め
、そ
の
燃
焼
を
制
御
す
る
技

術
が
必
要
。


上
記
制
御
技
術
を
使
うこ
とで
、ガ
ス
ター
ビン
の
水
素
専
焼

化
も
可
能
。


発
電
⽤
バ
ー
ナ
ー
の
中
⼼
に
あ
る
再
循
環
領
域
（
高
温
・低
酸

素
）
に
ア
ンモ
ニア
を
一
定
速
度
で
投
⼊
す
る
こと
で
、ア
ンモ
ニア
の

分
解
及
び
還
元
反
応
を
促
進
しつ
つ
、ア
ンモ
ニア
を
燃
焼
。


ア
ンモ
ニア
は
燃
焼
速
度
が
⽯
炭
に
近
い
こと
か
ら、
⽯
炭
⽕
⼒
で
の

利
⽤
に
適
して
い
る
。


⼩
型
器
（
1M
W
）
で
の
専
焼
は
現
在
実
機
で
実
証
を
開

始
し、
⼤
型
器
（
数
十
万
kW
級
）
は
30
%
の
混
焼
率
を

達
成
す
る
た
め
の
燃
焼
器
の
技
術
開
発
が
完
了
。


コス
トが
下
が
れ
ば
、2
05
0年

時
点
で
の
有
望
な
電
源
とな

り得
る
た
め
、J
ER
Aも
20
30
年
頃
か
らの
混
焼
開
始
を
目

指
す
こと
を
表
明
。他

電
⼒
会
社
も
活
⽤
に
関
⼼
。


NO
x発
⽣
の
抑
制
が
課
題
で
あ
った
が
、混

焼
バ
ー
ナ
ー
の
開
発
に

成
功
。現

在
⼤
容
量
で
の
混
焼
試
験
を
実
施
中
、2
02
1年

度
か

ら2
02
3年

度
ま
で
、実

機
を
活
⽤
した
20
％
混
焼
の
実
証
を
予

定
。


こう
した
取
組
も
踏
ま
え
、J
ER
Aが
20
20
年
代
後
半
か
らの
⽕
⼒

発
電
で
の
燃
料
ア
ンモ
ニア
の
活
⽤
に
向
け
た
計
画
を
表
明
。そ
の

他
電
⼒
会
社
も
活
⽤
に
関
⼼
。

強 み 弱 み


既
存
の
ガ
ス
タ
ー
ビン
発
電
設
備
の
タ
ー
ビン
部
な
ど多

くの
設
備
を
そ
の
ま
ま
利
用
可
能
、ア
セ
ット
を
有
効
活
⽤
出
来
る
。


調
整
⼒
、慣

性
⼒
機
能
を
具
備
して
お
り、
系
統
運
⽤
安
定
化
に
資
す
る
。


既
に
肥
料
⽤
途
を
中
⼼
に
ア
ンモ
ニア
市
場
が
存
在
。既

存
の
製

造
・輸
送
・貯
蔵
技
術
を
活
用
した
イ
ン
フラ
整
備
が
可
能
。


-3
3℃

（
常
圧
）
で
液
化
が
可
能
で
あ
る
た
め
、輸
送
や
貯
蔵
コ

ス
トの

抑
制
が
可
能
。


液
化
水
素
の
場
合
、脆

化
に
加
え
、極

低
温
とい
う厳

しい
環

境
に
耐
え
うる
材
質
を
使
う必

要
。


M
CH
や
ア
ンモ
ニア
を
水
素
キ
ャリ
ア
とし
て
使
う場

合
、脱

水
素
⾏
程
で
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
う。


混
焼
率
向
上
、専

焼
化
に
あ
た
って
は
N
O
xの
抑
制
技
術
、
発

電
に
必
要
な
熱
量
を
確
保
す
る
た
め
の
収
熱
技
術
が
必
要
。


毒
性
が
あ
る
た
め
、取

り扱
い
に
は
配
慮
が
必
要
。


一
カ所

で
⼤
規
模
な
水
素
需
要
を
創
出
し、
水
素
の
利
活

用
を
更
に
高
め
る
た
め
の
国
際
サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
構
築
に
大

き
く貢
献
出
来
る
。


水
素
専
焼
の
技
術
開
発
に
⾒
通
し有

。

（
参
考
）
20
50
年
に
向
け
た
⽕
力
の
活
用
に
関
す
る
課
題
と対

応
の
方
向
性

①
環
境
負
荷
の
低
減

②
安
定
供
給
の
た
め
の

必
要
容
量
の
確
保


国
内
の
CO
２
排
出
量
の
４
割
以
上
が
⽕
⼒
発
電
由

来
。ま
た
、う
ち
約
半
数
が
⽯
炭
⽕
⼒
。


現
在
、高

効
率
環
境
負
荷
低
減
に
向
け
非
効
率
⽕
⼒

の
フェ
ー
ドア
ウト
を
検
討
して
い
る
とこ
ろ
。他

方
、2
05
0

年
の
カー
ボ
ンニ
ュー
トラ
ル
を
目
指
す
場
合
、電

源
由
来

の
CO
2排

出
は
限
りな
く０
に
近
づ
け
て
い
く必
要
。


戦
後
、高

度
経
済
成
⻑
期
に
⽯
炭
・⽯
油
⽕
⼒
とい
っ

た
化
⽯
燃
料
に
よ
り、
⼤
量
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
供
給
す
る

体
制
を
構
築
して
き
た
。


ま
た
、震

災
直
後
、原

⼦
⼒
の
停
⽌
に
よ
って
⽕
⼒
⽐
率

が
増
⼤
。


足
下
で
、非

化
⽯
が
拡
⼤
す
る
中
、設

備
利
⽤
率
が
低

下
し事

業
性
に
影
響
。他

方
、再

エ
ネ
の
導
⼊
拡
⼤
や
、

安
定
供
給
上
必
要
な
供
給
⼒
・調
整
⼒
とし
て
の
機
能

は
よ
り一

層
求
め
られ
る
。

③
適
切
な

ポ
ー
トフ
ォリ
オ
の

組
み
方


⽕
⼒
発
電
は
今
ま
で
も
、⽯

炭
・L
NG
・⽯
油
間
で
、３

Eに
お
い
て
一
⻑
一
短
が
存
在
。


脱
炭
素
化
に
向
け
て
も
、技

術
ご
とに
３
Eの
観
点
か
ら

適
切
な
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
を
組
む
べ
き
で
は
な
い
か
。

19


化
石
⽕
力
に
CC
U
Sを
活
⽤
す
る
こと
で
、オ
フセ
ット
に

す
る
か
、水
素
や
ア
ン
モ
ニ
ア
を
活
用
し、
⽕
⼒
燃
料
⾃

体
の
脱
炭
素
化
を
図
る
必
要
。


こう
した
脱
炭
素
技
術
の
活
⽤
に
向
け
て
、技

術
確
⽴
、

コス
ト低

減
な
ど様

々
な
課
題
へ
の
対
応
が
必
要
。


20
50
年
に
向
け
て
非
化
⽯
電
源
を
最
⼤
限
導
⼊
す
る

中
で
安
定
供
給
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、供
給
力
や
調

整
力
、慣
性
力
とい
った
機
能
を
持
つ
⽕
力
発
電
を
⼀

定
容
量
確
保
す
る
こと
が
必
要
。


活
⽤
に
当
た
って
は
、（

寿
命
を
40
年
と仮

定
した
時

に
、）

20
50
年
断
⾯
で
も
一
定
量
残
存
す
る
⽕
力
発

電
設
備
の
脱
炭
素
化
を
段
階
的
に
進
め
て
い
くこ
とが

必
要
。


化
⽯
+
CC
US
は
、既

存
の
⽕
⼒
発
電
が
その
ま
ま
使
え

る
一
方
、適

地
や
⽤
途
拡
⼤
の
課
題
が
存
在
。


ま
た
、水

素
・ア
ンモ
ニア
は
国
内
外
の
供
給
体
制
構
築

や
他
部
門
で
の
活
⽤
との
兼
ね
合
い
な
どの
課
題
が
存

在
。


脱
炭
素
に
向
け
て
は
、脱
炭
素
⽕
力
技
術
の
そ
れ
ぞ
れ

の
熟
度
を
勘
案
し、
３
Eを
満
た
す
ポ
ー
トフ
ォリ
オ
の
検

討
が
必
要
。

課課
題題

方方
向向

性性


系
統
で
突
発
的
な
トラ
ブ
ル
（
電
源
の
離
脱
、落

雷
等
）
が
⽣
じた
場
合
、


太
陽
光
,風
⼒
,蓄
電
池
な
どの
非
同
期
電
源
は
、5
0H
zや
60
Hz
の
交
流
に
変
換
す
る
た
め
電
⼦
機
器
を
使

⽤
。周

波
数
や
電
流
の
急
激
な
変
化
に
対
して
、周

波
数
を
維
持
す
る
機
能
を
持
た
ず
、周

波
数
の
変
化
が
一

定
の
閾
値
を
超
え
る
と、
その
電
⼦
機
器
を
守
る
た
め
離
脱
（
解
列
）
す
る
。


⽕
⼒
、原

⼦
⼒
、水

⼒
な
どの
同
期
電
源
（
50
Hz
や
60
Hz
の
回
転
速
度
で
回
る
電
源
）
は
、タ
ー
ビン
（
機

械
）
の
回
転
で
発
電
して
お
り、
周
波
数
や
電
流
の
急
激
な
変
化
に
対
して
、同

じ周
期
で
回
転
を
維
持
す
る

⼒
（
慣
性
⼒
）
が
働
くた
め
、相

対
的
に
周
波
数
や
電
流
の
急
激
な
変
化
に
対
して
、発

電
を
継
続
し、
周
波

数
を
維
持
す
る
機
能
を
有
す
る
。

10
万万

kW
10

万万
kW

10
万万

kW
10

万万
kW

供
給

需
要

発
電
機

トラ
ブ
ル
発
⽣

耐
え
る
力
を

持
た
な
い
電
源
(非
同
期
電
源
)

離
脱

（
電
⼦
機
器
を
保
護
）

⽴
て
直
す
力
を
持
つ
電
源

（
同
期
電
源
）

（
参
考
）
⽕
力
の
機
能
︓
慣
性
力

18

＜
九
州
の
電
⼒
需
給
イメ
ー
ジ
（
20
18
年
10
月
21
日
の
例
）
＞

17

（
参
考
）
⽕
力
の
機
能
︓
調
整
力


太
陽
光
や
風
⼒
とい
った
変
動
再
エ
ネ
の
導
⼊
の
進
展
に
伴
い
、そ
の
出
⼒
変
動
を
吸
収
し、
需
給
バ
ラ

ンス
を
調
整
す
る
機
能
を
持
つ
他
電
源
の
存
在
が
必
要
。


他
の
エ
リア
よ
りも
再
エ
ネ
の
導
⼊
量
が
多
い
九
州
エ
リア
で
は
、⽕

⼒
発
電
は
、再

エ
ネ
の
出
⼒
増
減
に

応
じて
抑
制
・停
⽌
、起

動
・増
出
⼒
とい
った
出
⼒
調
整
を
⾏
い
な
が
ら運

⽤
され
て
お
り、
電
⼒
の
安

定
供
給
に
⼤
き
く貢
献
して
い
る
。
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電
力
需
要

電
源
構
成

20
13
年
度

20
30
年
度

20
30
年
度

（
H2
7策

定
時
）

省
エ
ネ
の
野
⼼
的
な
深
掘
り

2,
28
0億

kW
h程

度
（
対
策
前
⽐
▲
21
%
程
度
）

9,
89
6億

kW
h

8,
64
0億

kW
h

程
度

9,
80
8億

kW
h

程
度

20
30
年
度

20
30
年
度

（
H2
7策

定
時
）

10
,6
50
億
kW
h程

度

22
〜
24
%

程
度

3%
程
度

26
%

程
度

27
%

程
度

22
〜
20
%

程
度

18
%

程
度

6%
程
度

37
%

程
度

32
%

程
度

7%
程
度

10
,2
40
億
kW
h程

度

LN
G

原
⼦
力

再
エ
ネ

石
炭

石
油
等

36
〜
38
%

程
度

水
素
・ア
ン
モ
ニ
ア

1%
程
度

20
%

程
度

20
〜
22
%

程
度

非
化
石

24
%

程
度

非
化
石

59
%

程
度

化
石

41
%

程
度

化
石

76
%

程
度

20
19
年
度

2%
程
度

19
%

程
度

非
化
石

44
%

程
度

化
石

56
%

程
度

（
20
13
→
20
30
）

経
済
成
⻑
1.
4%

/年
人
口

0.
6%

減
旅
客
輸
送
量

2%
減

24

9,
34
0億

kW
h程

度

電
力
需
要
・電
源
構
成

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要

⼀
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

（
20
13
→
20
30
）

経
済
成
⻑
1.
4%

/年
人
口

0.
6%

減
旅
客
輸
送
量

2%
減

20
13
年
度

20
30
年
度

20
30
年
度

（
H2
7策

定
時
）

省
エ
ネ
の
野
⼼
的
な
深
掘
り

62
百
万
kl
程
度

（
対
策
前
⽐
▲
18
%
程
度
）

電
⼒

25
% 熱

燃
料
等

75
%

電
⼒

28
%
程
度

熱
燃
料
等

72
%
程
度

28
0百

万
kl

36
3百

万
kl

熱
燃
料
等

72
%

程
度

電
⼒

28
%

程
度

32
6百

万
kl

再
エ
ネ

13
~
14
%
程
度

原
⼦
⼒

11
~
10
%
程
度

天
然
ガ
ス

18
%
程
度

⽯
炭

25
%
程
度

⽯
油

33
%
程
度

20
30
年
度

20
30
年
度

（
H2
7策

定
時
）

再
エ
ネ

22
~
23
%
程
度

原
⼦
⼒

9~
10
%
程
度

天
然
ガ
ス

18
%
程
度

⽯
炭

19
%
程
度

⽯
油
等

31
%
程
度

水
素
・ア
ンモ
ニア

1%
程
度

43
0百

万
kl

48
9百

万
kl

⾃
給
率

30
%
程
度

⾃
給
率

24
.3
%

程
度 23

※
再
エ
ネ
に
は
、未

活
⽤
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
含
ま
れ
る

※
⾃
給
率
は
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
統
計
ベ
ー
ス
で
は
31
％
程
度
、I
EA
ベ
ー
ス
で
は
30
%
程
度
とな
る

※
H2
7以

降
、総

合
エ
ネ
ル
ギ
ー
統
計
は
改
訂
され
て
お
り、
20
30
年
度
推
計
の
出
発
点
とし
て
の
20
13
年
度
実
績
値
が
異
な
る
た
め
、単

純
⽐
較
は
出
来
な
い
点
に
留
意

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
・⼀
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給


20

30
年

ま
で

に
水

素
、ア

ンモ
ニア

の
商

⽤
の

国
際

サ
プ

ライ
チ

ェー
ンが

構
築

され
、水

素
、ア

ンモ
ニア

発
電

が
一

定
程

度
開

始
す

る
と仮

定
して

、発
電

量
を

機
械

的
に

計
算

す
る

と以
下

の
とお

りと
な

る
た

め
、電

源
構

成
の

1%
程

度
を

⾒
込

む
。

○
A

水
素

調
達

量
︓

30
万

トン
（

20
30

年
）

※
国

際
水

素
サ

プ
ライ

チ
ェー

ンか
ら発

電
部

門
へ

の
供

給
量

○
B

発
熱

量
（

HH
V）

:1
42

M
J/

kg
○

C 
発

電
効

率
:5

7%
（

水
素

専
焼

⽕
⼒

の
熱

効
率

）
○

D
総

発
電

量
＝

A×
B×

C 
=

 6
7億

kW
h(
20
30
年
)

水
素
発
電
の
発
電
電
力
量
試
算

○
A

ア
ンモ

ニア
調

達
量

︓
30

0万
トン

（
20

30
年

）
※

国
際

ア
ンモ

ニア
サ

プ
ライ

チ
ェー

ンか
ら発

電
部

門
へ

の
供

給
量

○
B

発
熱

量
（

HH
V）

:2
2.

5M
J/

kg
○

C 
発

電
効

率
:4

3.
5%

（
ア

ンモ
ニア

混
焼

⽕
⼒

の
熱

効
率

）
○

D 
総

発
電

量
＝

A×
B×

C 
=

 8
2億

kW
h(
20
30
年
)

ア
ン
モ
ニ
ア
発
電
の
発
電
電
力
量
試
算

20
30
年
時
点
の
水
素
・ア
ン
モ
ニ
ア
発
電
の
規
模
感

22

水
素
発
電
・ア
ン
モ
ニ
ア
発
電
の
実
現
に
向
け
た
課
題
と対

応
の
方
向
性

①
水
素
発
電
・ア
ン

モ
ニ
ア
発
電
技
術

の
開
発

②
安
価
か
つ
大
規

模
な
水
素
・ア
ン

モ
ニ
ア
調
達

【水
素
】


ガ
ス
⽕
⼒
へ
の
水
素
混
焼
、も
しく
は
水
素
専
焼
達
成
の
た
め
の
基
幹
パ
ー

ツは
燃
焼
器
。水

素
専
焼
で
ガ
ス
⽕
⼒
と同

程
度
の
発
電
効
率
を
達
成
す

る
た
め
の
技
術
開
発
は
現
在
実
施
中
。


商
⽤
化
の
実
現
に
は
混
焼
・専
焼
とも
に
安
定
燃
焼
性
に
つ
い
て
も
検
証
が

必
要
。

【ア
ンモ
ニア
】


ア
ンモ
ニア
発
電
に
つ
い
て
は
、燃

料
燃
焼
に
よ
る
NO
xの
発
⽣
抑
制
が
課

題
、実

機
に
よ
る
20
％
混
焼
の
実
証
が
必
要
。


ま
た
、ア
ンモ
ニア
は
燃
焼
速
度
や
⽕
炎
温
度
が
低
い
た
め
、発

電
に
必
要

な
熱
量
を
確
保
す
る
た
め
の
収
熱
技
術
の
開
発
が
必
要
。

【水
素
】


発
電
分
野
で
は
安
価
な
水
素
を
⼤
量
に
利
⽤
す
る
た
め
、海

外
か
らの
ク

リー
ン水

素
の
輸
⼊
が
前
提
とな
る
。


海
上
輸
送
技
術
は
実
証
段
階
で
あ
り、
更
な
る
サ
プ
ライ
チ
ェー
ンの
⼤
型

化
を
通
じた
コス
ト削

減
を
実
施
す
る
に
は
、超

え
る
べ
き
ハ
ー
ドル
（
技
術

⾰
新
、⼤

規
模
イン
フラ
整
備
）
が
存
在
。

【ア
ンモ
ニア
】


既
に
肥
料
⽤
途
を
中
⼼
に
ア
ンモ
ニア
市
場
が
存
在
し、
技
術
的
に
は
既
存

の
製
造
・輸
送
・貯
蔵
技
術
を
活
⽤
した
イン
フラ
整
備
が
可
能
。


他
方
、現

在
の
ア
ンモ
ニア
の
世
界
で
の
貿
易
量
は
限
定
的
で
あ
り、
燃
料

ア
ンモ
ニア
の
新
た
な
サ
プ
ライ
チ
ェー
ンの
構
築
が
課
題
。

（
注
）
これ
らの
課
題
以
外
に
も
、今

後
検
討
を
深
め
る
中
で
⽣
じる
様
々
な
課
題
に
つ
い
て
対
応
策
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

21

③
非
化
石
価
値
の

埋
没


仮
に
⼤
型
の
商
⽤
サ
プ
ライ
チ
ェー
ンを
確
⽴
した
とし
て
も
、水

素
・ア
ンモ
ニ

ア
は
化
⽯
燃
料
に
当
⾯
は
価
格
競
争
⼒
を
有
さな
い
。


現
在
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造
高
度
化
法
等
に
お
い
て
、非

化
⽯
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
とし
て
厳
密
に
定
義
され
て
い
な
い
。

課
題

方
向
性


我
が
国
が
技
術
優
位
性
を
持
つ
い
ず
れ

の
発
電
技
術
に
つ
い
て
も
混
焼
・専
焼
の

両
機
に
お
け
る
実
証
を
通
じて
技
術
を
検

証
。


ア
ンモ
ニア
の
20
％
混
焼
に
つ
い
て
は
、

来
年
度
よ
り実

機
に
よ
る
実
証
を
予
定
。


水
素
の
サ
プ
ライ
チ
ェー
ン構

築
に
は
技

術
実
証
を
通
じて
設
備
の
⼤
型
化
・技

術
の
検
証
を
推
進
す
る
必
要
。


ア
ンモ
ニア
の
サ
プ
ライ
チ
ェー
ン構

築
に
は

ファ
イナ
ンス
支
援
等
で
製
造
設
備
、輸

送
船
舶
、貯

蔵
設
備
の
整
備
拡
⼤
を
進

め
る
。


い
ず
れ
に
つ
い
て
も
非
化
⽯
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
とし
て
定
義
す
る
こと
で
、非

化
⽯
価

値
を
顕
在
化
させ
、既

存
燃
料
との
価

格
差
を
埋
め
る
等
に
よ
り事

業
者
の
投

資
予
⾒
性
を
高
め
る
必
要
。
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25

【参
考
】


第
6次

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

【今
後
U
RL
挿
入
】


基
本
政
策
分
科
会

ht
tp
s:
//
w
w
w
.e
ne
ch
o.
m
et
i.g
o.
jp
/c
om

m
itt
ee
/c
ou
nc
il/
ba
si
c_
po
lic
y

_s
ub
co
m
m
itt
ee
/


パ
ブ
リッ
ク
コメ
ン
ト（

意
⾒
募
集
︓
9月

3日
〜
10
月
4日

）
【今
後
U
RL
挿
入
】
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〔事例発表Ⅱ〕　

産業用・民生用ボイラーの現状と将来

藤井技術士事務所
藤井　重雄
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産
業

用
・
民

生
用

の
加

熱
源

利
用

蒸
気

の
熱

的
特

性
等

な
ぜ

産
業

・
民

生
分

野
で

な
ぜ

蒸
気

が
利

用
さ

れ
る
の

か
？

•
利
用
さ
れ
て
い
る
水
蒸
気
の
種
類

飽
和
蒸
気

過
熱
蒸
気
・常

圧
過
熱
蒸
気

真
空
蒸
気

亜
臨
界
・超

臨
界
蒸
気

•
蒸
気
熱
の
特
徴

‐潜
熱
が
大
き
く
大
量
の
熱
を
送
れ
る

‐潜
熱
加
熱
に
よ
る
高
速
、
均
一
な
加
熱
が
可
能

‐蒸
気
圧
力
を
一
定
に
す
れ
ば
温
度
が
一
定
と
な
る
（飽

和
蒸
気
・制

御
性
）

‐広
範
な
利
用
温
度

高
温
～
低
温
ま
で
、
カ
ス
ケ
ー
ド
ケ
ー
ド
的
利
用
が
可
能
で
あ
る

‐熱
伝
達
法
→
間
接
/直

接
加
熱
、
一
般
的
に
凝
縮
伝
熱
の
た
め
境
膜
伝
熱
係
数
が
大

‐過
熱
水
蒸
気
→
加
熱
物
の
酸
化
防
止
可
能
、
ラ
ン
キ
ン
サ
イ
ク
ル
で
作
業
媒
体
と
な
る

‐減
圧
が
容
易
に
可
能
で
あ
る

‐凝
縮
水
の
熱
利
用

‐無
害
の
熱
媒
体
（安

全
性
）

4

蒸
気

に
つ

い
て

産
業
・民

生
用
ボ
イ
ラ
は
熱
媒
体
と
し
て
「水

」を
利
用
し
て
、
水
を
加
熱
・蒸

発
・凝

縮
さ
せ
て
、

こ
の
相
変
化
を
通
じ
て
伝
熱
・膨

張
の
作
用
を
利
用
す
る
。

蒸
気
は
圧
力
・温

度
に
よ
り
3
相
に
変
化
す
る
。

産
業
用
熱
源
と
し
て
他
の
熱
媒
に
対
し
て

有
用
な
点
は
、
加
熱
源
1
0
0
～
２
５
０
℃
と
広
く
、
且
つ
動
力
源
と
し
て
も
利
用
可
能
で
あ
る
。

圧
力
・温

度
と
も
カ
ス
ケ
ー
ド
的
利
用
が
可
能
で
あ
る
。

•
他

の
熱

媒
体

例
熱

媒
体

油
:高

温
20

0℃
〜

30
0℃

の
高

温
の

加
熱

高
温

⽔
：

低
温

度
〜

高
温

度
80

〜
13

0℃
の

加
熱

、
温

⽔
循

環
系

統
に

加
圧

を
必

要
と

す
る

。
循

環
の

た
め

の
動

力
を

消
費

す
る

温
⽔

側
の

境
膜

伝
熱

係
数

が
小

冷
暖

房
・

Ho
t P

re
ss

等
に

利
用

誘
導

加
熱

：
常

温
〜

60
0℃

の
広

い
加

熱
範

囲
、

温
度

制
御

の
精

度
が

高
い

操
作

が
容

易
、

槽
型

反
応

器
な

ど

⇒
将

来
の

蒸
気

の
必

要
性

は
ど

の
よ

う
に

な
る

の
か

？

3

産
業

用
・民

生
用

ボ
イ
ラ
ー
の

現
状
と
将

来

•産
業

用
ボ
イ
ラ
ー
の

蒸
気

の
有

用
性

•蒸
気

ボ
イ
ラ
ー
の

利
用

実
態

・
稼

働
台

数
等

の
現

状

•近
未

来
の

産
業

用
ボ
イ
ラ
ー
の

対
応

•C
O

2
排

出
削

減
と
新

燃
料

•
2
0
3
0
～

2
0
5
0
年

に
向

け
た

産
業

用
・
民

生
用

ボ
イ
ラ
ー
の

展
望

2

産
業
用
・民

生
用
ボ
イ
ラ
ー
の
現
状
と
将
来

藤
井

技
術

士
事

務
所

藤
井

重
雄

2
0
2
1
年

度
第

5
9
回

全
日

本
ボ
イ
ラ
ー
大

会

パ
ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

1

資
料
№
22
0−

2
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設
置

台
数

の
推

移
か

ら
み

た
減

少
要

因

設
置

数
の

減
少

、
小

出
力

化
現

象
が

著
し

い
が

、
こ

の
要

因
と

し
て

①
国

内
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

の
約

7
0

％
を

占
め

る
製

造
業

は
、
蒸

気
消

費
に

お
い

て
需

要
の

1
5

.8
%

で
あ

る
。
（2

0
1
8

y
r）

し
か

し
、
G

D
P

成
長

、
生

産
指

数
は

横
ば

い
状

態
な

が
ら

、

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
指

数
は

減
少

傾
向

に
あ

る
。

こ
の

要
因

と
し

て

ー
企

業
に

お
け

る
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
効

果
（A

N
R

E
説

：
特

に
量

的
に

は
廃

熱
回

収
、

熱
効

率
の

向
上

）

ー
エ

ネ
ル

ギ
ー

多
消

費
製

造
業

の
海

外
生

産
体

制
へ

の
移

行
（M

E
T

I 
2

0
2

0
f
y
r調

査
）

海
外

現
地

生
産

比
：1

9
9

9
年

度
≒

1
0

％
→

 2
0

1
8

年
度

２
５

．
５

%

海
外

生
産

を
行

う
企

業
数

7
3

.4
％

進
出

企
業

数
食

料
品

5
2

5
社

、
化

学
1
0

8
5

社
、

繊
維

4
5

8
社

②
業

務
用

H
e

a
t 

P
u

m
p

の
普

及

③
エ

ネ
ル

ギ
ー

源
の

多
様

化
例

：太
陽

光
熱

、
電

気
加

熱
（誘

導
・誘

電
・赤

外
線

）、
廃

棄
物

排
熱 8

産
業
・民

生
用
ボ
イ
ラ
の
設
置
数
と
規
模
別
の
推
移

出
所

：ボ
イ
ラ
年

鑑
よ
り
作

成

年
度

⽔
管
ボ
イ
ラ

貫
流
ボ
イ
ラ

炉
筒
煙
管

温
⽔
ボ
イ
ラ

合
計

20
10

43
81

46
77

11
60
7

84
94

29
15
9

20
19

23
09

47
40

61
74

45
01

17
72
4

±
ー
20
72

＋
63

−
54
33

ー
39
93

-1
14
35

年
度

伝
熱
面
積

m
2

⽔
管
ボ
イ
ラ

貫
流
ボ
イ
ラ

炉
筒
煙
管

20
10

>4
0

10
79

39
35

60
42

40
~2
00

17
37

67
5

47
48

20
0<

15
25

67
11
7

20
19

>4
0

44
2

41
48

31
34

40
~2
00

81
5

56
2

25
71

20
0<

10
72

30
69

7

蒸
気

ボ
イ
ラ
の

利
用

実
態

蒸
気
ボ
イ
ラ
ー
の
利
用
実
態
は
、
2
0
1
0
～
2
0
1
9
年
間
で
大
き
な
変
移
が
見
ら
れ
る
。

•
設
置
缶
数
の
著
し
い
減
少
：

代
表
的
な
型
式
で
あ
る
水
管
・炉

筒
煙
管
型
で
は
4
0
％
減
少
、

全
型
式
で
は
4
5
%
の
減
少

•
使
用
燃
料

：
油
・ガ

ス
・石

炭
・可

燃
性
有
機
物
（木

屑
・汚

泥
・黒

液
・廃

棄
物
・・
）

•
ボ
イ
ラ
規
模
・型

式
：

伝
熱
面
積
4
0
m

2
以
上
の
水
管
ボ
イ
ラ
及
び
炉
筒
煙
管
型
が
半
減
し

伝
熱

面
積

2
0
0
m

2
以
下
の
貫
流
ボ
イ
ラ
が
採
用
さ
れ
て
い
る
。

・F
IT

制
度
後

水
管
火
力
用
ボ
イ
ラ
は
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
用
で
例
外
的
に
増
加
し
て
い
る

こ
れ
ら
の
変
移
の
要
因
は
何
か
？

6
5
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燃
料

種
別

の
構

成
比

率
の

予
測

c
a
s
e
2

C
a
s
e
1
同
様
に
2
0
0
7
～
2
0
1
1
f
y
rの

ボ
イ
ラ
設
置
数
か
ら
直
線
回
帰
で
予
測

（J
B
A
省
エ
ネ
委
員
会
資
料
2
1
7
－
２
）

12

燃
料

種
別

の
構

成
比

率
の

予
測

ｃ
a
s
e

１

J
B

A
ボ

イ
ラ

年
鑑

の
1
9

9
0

～
2

0
1
1
f
y
rボ

イ
ラ

設
置

数
か

ら
直

線
回

帰
で

予
測

（J
B

A
 省

エ
ネ

委
員

会
資

料
2

1
7

－
2

）

11

製
造
業
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
原
単
位
の
推
移

出
所

：出
所

：A
N
R
E
,部

門
別

別
エ
ネ
ル

ギ
ー
消

費
の

動
向 10

製
造

業
の

エ
ネ
ル

ギ
ー
消

費
と
経

済
活

動
出

所
：
A
N
R
E
,部

門
別

別
エ
ネ
ル

ギ
ー
消

費
の

動
向

9
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CC
OO
22
排排

出出
削削

減減
とと
新新

燃燃
料料

にに
つつ
いい
てて

•
新新

燃燃
料料

のの
開開

発発
状状

況況
やや

イイ
ンン
フフ
ララ
整整

備備
かか
らら
、、
次次

のの
新新

燃燃
料料

のの
普普

及及
へへ

のの
課課

題題
はは
なな
にに
かか
？？

水水
素素

燃燃
料料

－－
ググ
リリ
ーー
ンン
水水

素素
、、
ググ
レレ
イイ
水水

素素
、、
ブブ
ルル
ーー
水水

素素
等等

（（
生生

産産
能能

力力
はは
、、
ココ
スス
トト
はは
、、
エエ
ネネ
市市

場場
のの
整整

備備
・・
イイ
ンン
フフ
ララ

））

アア
ンン
モモ
ニニ
アア
燃燃

料料
・・
メメ
タタ
ネネ
ーー
シシ
ョョ
ンン

ババ
イイ
オオ
ママ
スス

・・
新新

燃燃
料料

のの
EE
PP
RR
,,
環環

境境
性性

へへ
のの
検検

証証
はは
？？

16

産産
業業

用用
ボボ

イイ
ララ

ーー
のの

CC
OO
22
フフ

リリ
ーー

へへ
のの

対対
応応

のの
可可

能能
性性

「「
４４
６６
％％

削削
減減

目目
標標

」」

⑴⑴
技技

術術
選選

択択
肢肢

はは
多多

様様
→→

高高
効効

率率
・・
高高

効効
率率

制制
御御

・・
排排

熱熱
回回

収収
・・
低低

CC
OO

22
排排

出出
燃燃

料料
eett

cc..
,,

⑵⑵
加加

熱熱
・・
伝伝

熱熱
等等

構構
造造

上上
かか

らら
のの

効効
率率

向向
上上

のの
可可

能能
性性

にに
つつ

いい
てて

はは
？？

⑶⑶
燃燃

焼焼
面面

（（
空空

気気
比比

・・
未未

燃燃
損損

・・
排排

ガガ
スス

００
２２
・・
・・
・・
））
のの

合合
理理

化化
のの

可可
能能

性性
にに

つつ
いい

てて
はは

？？

⑷⑷
蒸蒸

気気
熱熱

媒媒
体体

にに
代代

わわ
るる

シシ
スス

テテ
ムム

のの
可可

能能
性性

（（
低低

温温
回回

収収
・・
・・
・・
））

⑸⑸
補補

機機
面面

のの
効効

率率
機機

能能
等等

のの
改改

善善
余余

地地
はは

ああ
るる

かか
？？

⑹⑹
ボボ

イイ
ララ

ーー
排排

ガガ
スス

かか
らら

のの
CC
OO

22
回回

収収
技技

術術
のの

開開
発発

⑺⑺
AA

//
II運運

転転
、、

NN
eett

ww
oo
rrkk

  ss
yy
sstt

eemm
のの

導導
入入

⇔⇔
制制

度度
改改

正正
、、

信信
頼頼

性性
((クク

ララ
ウウ

ドド
・・
ササ

ーー
ババ

））

（（
基基

発発
００
３３
３３
１１
００
００
１１
等等

））

15

近
未

来
の

産
業

用
ボ
イ
ラ
が

直
面

す
る
課

題
と
対

応

•
C
O

2
排

出
削

減
は

可
能

か
？

⇒
G
H
G

４
６
％

削
減

目
標

の
対

応

•
代

替
候

補
で

あ
る
新

燃
料

へ
の

転
換

普
及

は
可

能
か

？

非
化

石
系

燃
料

（脱
炭

素
）

N
H

3
・H

2

再
生

型
燃

料
C
N
メ
タ
ン
・バ

イ
オ
マ
ス

•
C
O

2
回

収
・貯

留
・資

源
化

D
A
C

•
省

エ
ネ
ル

ギ
ー

排
熱

回
収

等

•
企

業
経

営
の

脱
炭

素
の

潮
流

へ
の

対
応

環
境

保
全

⇒
C
O

２
フ
リ
ー
へ

の
対

応

14

簡
易

・小
型

貫
流

ボ
イ

ラ
の

設
置

数
の

予
測

予
測

来
歴

：小
型

貫
流

ボ
イ

ラ
協

会
の

出
荷

統
計

（2
0

0
7

～
2

0
1
9

f
y
r）

か
ら

推
定

油
焚

の
排

ガ
ス

C
O

2
は

2
0

5
0

F
y
rま

で
に

0
に

す
る

必
要

が
あ

る
。

（
J
B

A
 省

エ
ネ

委
員

会
資

料
）

13
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水
素

の
生

産
方

法

種
類

グ
リ
ー
ン
⽔
素

ブ
ル
ー
⽔
素

グ
レ
ー
⽔
素

生
産

法
水

を
電

気
分

解
し

H
2
と

O
2
に

還
元

し
て

生
産

G
H

G
の

放
出

は
な

い

天
然

ガ
ス

や
石

炭
等

の
化

石
燃

料
を

蒸
気

メ
タ

ン
改

質
や

自
動

熱
分

解
な

ど
で

H
2
と

C
O

2
に

分
解

し
C

O
2

を
大

気
放

出
前

に
回

収

生
産

法
は

ブ
ル

ー
水

素
と

同
様

C
O

2
を

回
収

せ
ず

そ
の

ま
ま

大
気

に
放

出
。
現

在
世

界
で

生
産

さ
れ

て
い

る
H

2

で
9

5
%

を
占

め
る

。

投
入

エ
ネ

ル
ギ

ー
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

（
太

陽
光

・
風

力
・
・
）

天
然

ガ
ス

等
製

鉄
・精

油
工

程
ナ

フ
サ

分
解

ー
副

生
水

素

生
産

コ
ス

ト
等

2
0

5
0

年
ま

で
に

世
界

需
要

の
2

5
％

、
1
0

兆
円

の
市

場
に

成
長

予
測

（G
o

ld
m

a
n

 S
a
c
h

s
説

）

グ
リ

ー
ン

水
素

よ
り

安
価

、
C

C
U

S
P

ro
c
e

s
s

気
候

変
動

対
応

の
た

め
将

来
禁

止
の

方
向 供

給
量

に
限

界
が

あ
る

。

イ
エ

ロ
ー

水
素

（原
子

力
発

電
）；

省
略

20

新
燃
料
の
コ
ス
ト
試
算

条
件

：海
外

輸
入

水
素

出
所
：
ボ
イ
ラ
研
究
、
20
21
/1
0月

号
（
IE
A調

査
報
告
20
18
）

19

N
H

3
・
H

2
・
C
H

4
の
物
性
/
燃
焼
特
性

項
目

単
位

ア
ン

モ
ニ

ア
NH

3
⽔

素
H 2

メ
タ

ン
CH

4

沸
点

℃
ー

33
.4

-2
52

.5
-1

61
.5

分
子

量
ℊ

17
2

16
液

密
度

ｋ
g/

l
0.

67
4

0.
07

1
0.

42
2

蒸
発

熱
kJ

/l
92

3
36

79
燃

焼
発

熱
量

M
J/

l
1.

5
8.

5
21

.2
可

燃
範

囲
vo

l%
15

-2
8

4-
75

5-
15

最
大

燃
焼

速
度

m
/s

0.
09

2.
91

0.
37

断
熱

火
炎

温
度

℃
17

50
21

20
19

70
分

解
温

度
℃

84
0-

93
0

出
所

：
火

原
発

技
協

Vo
l.7

2-
No

7 
& 

IH
I技

報
Vo

l6
4 

No
7

18

新
燃

料
‐非

化
石

燃
料

の
比

較

燃
料
種

特
性

普
及
へ
の
課
題

供
給
イ
ン
フ
ラ

産
業
用
ボ
イ
ラ
適
用

H
2

発
熱
量
が
低
く
、
燃
焼
速
度
が
速
い
、
火

炎
温
度
が
高
い
、
必
要
点
火
エ
ネ
ル
ギ
ー

が
小

火
炎
発
光
が
微
弱
、
火
炎
不
安
定

可
燃
範
囲
が
大

燃
焼
反
応

２
H 2
＋
O 2
→
２
H 2
O

産
業
用
ボ
イ
ラ
に
は
要
素
技
術
（燃

焼
・安

全
性
）等

の
開
発
が
必
要
。
G
‐H

2
、
B
‐H

2
と
も

コ
ス
ト
競
争
力
、
生
産
能
力
で
課
題
あ
り
。

L
C
A
検
討
も
需
要
。

貯
蔵
輸
送
に
は
液
化
（－

2
5
3
℃
）

が
必
要
、
圧
縮
水
素
は
普
及
済

新
た
な
イ
ン
フ
ラ
（配

管
・貯

蔵
所
）

の
整
備

低
コ
ス
ト
化
、
G
T
へ
の

普
及
が
先
行
か

N
H

3
燃
焼
反
応

４
N
H

3
+
3
O

2
→
2
N

2
＋

6
H

2
O

長
炎
、
自
立
燃
焼
可
、

O
2
過
剰
→
N
Ｏ
ｘ
生
成

実
用
規
模
の
実
証
済
技
術
、
PC
等
混
焼
有
望
、

生
産
は
成
熟
技
術
、

NO
ｘ
発
生
抑
制
、
PV
火
力
で
混
焼
実
証
有

安
定
し
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ン
の
構
築
が
必
要

液
化
（
−
33
℃
、
0.
85
KP
a）

輸
送
ー
運
搬
、
保
管
等
取
扱
方
法
が

確
立
し
て
い
る

脱
硝
装
置
で
取
扱
の
実
績
が
あ
る
。

既
存
ボ
イ
ラ
の
大
き
な

改
造
が
不
要
、
出
力
は
低

下
、
輻
射
伝
熱
向
上
の
技

術
開
発
が
求
め
ら
れ
る

C
H

4
燃
焼
反
応

C
H

4
＋
2
O

2
→

C
O

2
＋
２
H

2
O

引
火
性
は
強
い
、
無
色
無
臭
ガ
ス

都
市
ガ
ス
同
様
の
取
扱
い

メ
タ
ネ
ー
シ
ョ
ン
産
出
量
が
普
及
へ
の
鍵
、

C
/N

s
y
s
te

m
の
社
会
的
認
知
が
必
要
。

シ
ス
テ
ム
等
大
き
な
構
造
変
更
の
必
要
な
し
。

都
市
ガ
ス
、
嫌
気
性
発
酵
ガ
ス
で
既

に
全
国
的
に
普
及
、
新
設
ボ
イ
ラ
へ

の
導
管
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
み

既
設
ガ
ス
焚
き
ボ
イ
ラ
へ

の
燃
転
は
容
易

バ
イ
オ
マ
ス

燃
焼
反
応

C
m
H
n
O
o
＋

x
O

2
→

ｍ
C
O

2
＋
ｙ
H

2
O

一
般
に
H

2
0
,

A
s
h
を
含
有
、
揮
発
分

が
多

く
長

炎
、
燃
焼
条
件
に
よ
り
未
燃
分
が

増
加

木
質
系
、
バ
ガ
ス
、
可
燃
性
廃
棄
物
系
で
実
績

多
数
有
り
技
術
課
題
は
少
な
い
。

燃
料
化
に
は
破
砕
・選

別
・乾

燥
等
の
前
処
理

を
必
要
と
す
る
材
あ
り

国
内
産
出
材
は
F
IT

等
の
需
要
増

で
供
給
不
足
、
海
外
よ
り
P
K
S
、

W
.P

e
ll
e
t等

を
ビ
ジ
ネ
ス
ベ
ー
ス

で
輸
入
、
廃
棄
物
系
は
地
産
地
消

ベ
ー
ス

燃
料
費
の
高
騰
、
供
給
不

足
な
ど
将
来
の
安
定
供

給
に
課
題
あ
り

17
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バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
利
用
に
お
け
る
C
a
rb

o
n
‐N

e
u
tr
a
lは

担
保
さ
れ
て
い
る
か
？

•
バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
は
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
燃
料
な
の
か
？

疑
問
１

燃
焼
に
よ
り
CO

2が
発
生

Cm
Hn
Oo

+
O 2
⇒
CO

2
+
H 2
O＋

α
疑
問
２

バ
イ
オ
マ
ス
生
産
/燃

焼
時
間
と
の
関
係
→
CH

O生
成
・
CO

2排
出
と
の
時
定
数
が
乖
離

疑
問
３

バ
イ
オ
マ
ス
生
産
は
特
定
・
担
保
さ
れ
て
い
る
か
？

（
20
20
fy
r林
業
白
書
）

→
国
内
の
生
産
基
盤
は
脆
弱
、
海
外
依
存
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る

国
内
林
業
従
事
者
（
育
林
・
伐
木
・
集
材
等
）
８
万
人
、
＞
６
０
歳

３
万
人
、

新
規
就
労

19
59
人
（
20
19
fy
r）

→
海
外
調
達
依
存
燃
料
と
し
て
化
石
燃
料
と
の
相
違
点
ー
天
然
資
源
/光

合
成
生
産
資
源

疑
問
４

国
際
的
に
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
認
定
は
永
続
的
な
も
の
か
？

CO
2再
吸
収
＝
利
用
時
CO

2発
生
量

→
こ
の
保
証
の
な
い
制
度
で
あ
る

海
外
調
達
（
PK
S・

Pe
lle
t）
認
証
制
度
・
Pl
an
ta
tio
nの

制
約
・
針
葉
樹
依
存

参
考
：
輸
入
量
増
大
傾
向

20
19
fy
r
燃
料
Ch
ip

94
7万

ｔ
Pe
lle
t
99
万
ｔ

•
可
燃
性
廃
棄
物
の
評
価

→
適
正
処
理
に
該
当

腐
敗
嫌
気
性
発
酵
の
GH

Gガ
ス
の
温
暖
化
影
響
度
軽
減

24

バ
イ
オ
マ
ス
燃

料

•
バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
は
F
IT

制
度
施
行
後
、
発
電
用
燃
料
と
し
て
激
増
し
て
い
る
。

•
現
状
使
用
さ
れ
て
い
る
種
類
は
木
質
系
が
多
く
、
そ
の
ほ
か
従
来
か
ら
利
用
さ
れ
て
い

る
有
機
汚
泥
、
黒
液
、
農
産
廃
棄
物
（バ

ガ
ス
）が

あ
る

•
燃
料
化
：木

屑
・紙

屑
・食

品
残
渣
等
産
廃
系
で
は
破
砕
・選

別
・脱

水
・乾

燥
・加

工
等
の

前
処
理
を
必
要
と
す
る

•
一
般
的
に
、
水
分
が
多
く
、
無
機
質
分
や
微
量
の
環
境
汚
染
物
質
を
含
有
す
る

•
燃
焼
技
術
や
環
境
保
全
技
術
は
、
商
用
実
績
が
多
く
あ
り
熟
成
段
階
に
あ
る

•
C
a
rb

o
n
-N

e
u
tr
a
l性

に
は
疑
問
あ
り

23

ア
ン
モ
ニ
ア
製

造
法

22

メ
タ
ネ
ー
シ
ョ
ン
の

仕
組

み
と
C
O

2
循

環

出
所
：㈱

日
立
総
合
計
画
研
究
所

21
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ポ
ン
プ
・
送

風
機

の
回

転
数

制
御

駆
動

ト
ル

ク
が

回
転

数
の

2
乗

に
比

例
し
出

力
が

3
乗

に
比

例
す
る
ポ
ン
プ
や
送

風
機

の
駆

動
モ
ー
タ
の

回
転

数
を

制
御

し
て
省

エ
ネ
効

果
を

生
む

（定
出

力
負

荷
機

器
や
ギ

ヤ
ー
ポ
ン
プ
、

ル
ー
ツ
ブ
ロ
ア
の

よ
う
な

定
ト
ル

ク
負

荷
機

器
は

適
用

不
可

）

28

産
業
用
ボ
イ
ラ
ー
の
省
エ
ネ
方
策

•
産
業
用
・民

生
用
ボ
イ
ラ
単
機
の
省
エ
ネ
策
は
熱
効
率
の
向
上
等
、
経
済
性
か
ら
評
価
し
て
極
限
に

達
し
て
い
る
状
況
で
あ
る
。

•
主
な
改
善
機
能
と
し
て

空
気
過
剰
率
：ガ

ス
燃
焼
・油

燃
焼
と
も
低
負
荷
時
の
改
善
が
挙
げ
ら
れ
る
が
、
制
御
方
法
で

若
干
の
改
善
が
可
能

排
ガ
ス
温
度
の
低
下
：技

術
的
に
は
可
能
（潜

熱
回
収
等
）、

経
済
性
評
価
が
重
要

未
燃
損
失
の
削
減
：

ガ
ス
・油

燃
料
で
は
ほ
と
ん
ど
無
視
で
き
る
状
況
、
改
善
余
地
は
少
な
い

ポ
ン
プ
・送

風
機
の
回
転
数
制
御

•
今
後
は
ボ
イ
ラ
単
機
の
効
率
ア
ッ
プ
か
ら
シ
ス
テ
ム
の
改
善
の
注
力
す
べ
き

例
：

蒸
気
供
給
ロ
ス
・低

温
排
熱
の
放
出
ロ
ス
・送

気
温
度
の
エ
ク
セ
ル
ギ
ー
ロ
ス
の
見
直

負
荷
の
平
準
化
（ア

キ
ュ
ー
ム
レ
ー
タ
、
多
缶
台
数
制
御

等
）

ス
マ
ー
ト
ビ
ル
化
（空

調
ほ
か
の
B
E
M
S
）

27

C
O

2
回

収
・
貯

留
C

C
S

:C
a
rb

o
n

D
io

x
id

e
 C

a
p

tu
re

 ＆
S

to
ra

g
e

技
術
名

技
術
概
要

化
学

吸
収

C
O

2
を

選
択

的
に

溶
解

で
き

る
ア

ル
カ

リ
性

溶
液

（ア
ミ

ン
・炭

酸
カ

リ
）と

の
化

学
反

応
に

よ
っ

て
C

O
2
を

分
離

、
吸

収
C

O
2
を

取
出

す
際

に
多

量
に

蒸
気

が
必

要

物
理
吸
収

高
圧

下
で

C
O

2
を

大
量

に
溶

解
で

き
る

液
体

に
接

触
さ

せ
物

理
的

に
吸

収
、
そ

の
後

減
圧

加
熱

し
て

回
収

膜
分

離
多

孔
質

の
期

待
分

離
膜

に
ガ

ス
を

通
し

孔
径

に
よ

る
篩

効
果

や
拡

散
速

度
の

違
い

を
利

用
し

て
分

離

物
理

吸
着

ガ
ス

を
活

性
炭

や
ゼ

オ
ラ

イ
ト

な
ど

の
吸

着
剤

と
接

触
さ

せ
て

そ
の

微
細

孔
の

C
O

2
を

物
理

的
に

吸
着

、
圧

力
差

や
温

度
差

を
利

用
し

て
脱

着

深
冷

分
離

ガ
ス

を
圧

縮
冷

却
後

、
蒸

留
操

作
に

よ
り

相
分

離
で

C
O

2
を

分
離

ボ
イ

ラ
排

ガ
ス

中
の

C
O

２
分

離
回

収
シ

ス
テ

ム
に

は
、
燃

焼
後

分
離

・燃
焼

前
回

収
法

・酸
素

燃
焼

法
が

あ
る

。
各

技
術

は
各

国
で

主
に

火
力

発
電

用
に

実
証

済
、
実

用
段

階
、
検

討
段

階
と

多
様

で
あ

る
。

（
例

：
N

E
D

O
M

o
o

n
  

s
h

o
t事

業
D

A
C

他
）

26

バ
イ
オ
マ
ス
生

産
ー
光

合
成

の
メ
カ
ニ
ズ
ム

25
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ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
ボ
イ
ラ
等

の
集

中
管

理
事

例

32

2
0
3
0
～
2
0
5
0
年
に
向
け
た
産
業
用
・民

生
用
ボ
イ
ラ
の
展
望

•
ボ
イ
ラ
の
運
転
操
作
・管

理
の
Io

T
化
が
普
及
す
る

遠
隔
監
視
運
転
・自

動
化
（ロ

ボ
ッ
ト
）の

進
化

運
転
管
理
の
集
中
化
（O

＆
M
含
）←

広
域
分
散
缶
の
一
局
管
理

ボ
イ
ラ
ー
の
レ
ン
タ
ル
化
⇒
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
生

ス
マ
ー
ト
ビ
ル
B
E
M
S
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
の
高
度
化

・
カ
ー
ボ
ン
マ
イ
ナ
ス
技
術
（C

C
S
等
）の

適
用
←
混
焼
缶
な
ど

•
ボ
イ
ラ
技
士
の
業
務
内
容
の
変
化

•
関
連
法
の
整
備

→
燃
料
の
取
扱
い

消
防
法

ガ
ス
取
扱

労
衛
法

•
小
出
力
ボ
イ
ラ
の
家
電
並
み
取
扱
が
進
行
（構

造
・機

能
・設

置
・市

場
・安

全
性
な
ど
） 31

蒸
気
利
用
に
お
け
る
排
熱
回
収
方
策

•
蒸
気
媒
体
の
D
e
m
e
ri
tと

も
い
え
る
相
変
化
に
よ
る
凝
縮
熱
の
回
収
が
熱
効
率
面
で
大

き
く
影
響
す
る
。

•
フ
ラ
シ
ュ
タ
ン
ク
に
よ
る
汽
水
回
収
や
熱
交
換
器
で
空
気
・水

・熱
媒
体
等
に
熱
回
収
す
る

•
可
能
な
限
り
蒸
気
系
統
の
カ
ス
ケ
ー
ド
的
利
用
を
図
り
、
低
温
域
ま
で
回
収
す
る
。

•
伝
熱
様
式
の
改
善
（G

T
・D

G
・工

業
炉
・産

廃
焼
却
炉

e
tc

．
,)

•
燃
焼
排
ガ
ス
熱
の
低
温
度
域
ま
で
の
回
収

30

代
表
的
産
業
に
お
け
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

•
温
暖
化
抑
制
対
策
上
、
各
産
業
に
お
い
て
蒸
気
に
係
る
分
野
で
も
省
エ
ネ
方
策
が
重
視
さ
れ
て
い
る
。

代
表
的
な
対
象
テ
ー
マ
と
し
て

①
温
度
差
エ
ネ
ル
ギ
ー

②
廃
棄
物
エ
ネ
ル
ギ
ー

③
排
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー

④
運
転
管
理

「
事

例
」

•
T
自
動
車

６
％
C
O

2
削
減

‐
蒸
気
配
管
放
熱
ロ
ス
の
削
減
、
熱
併
供
給
発
電
の
導
入
、
送
気
圧
力
の
低
下

‐
燃
料
転
換
（新

燃
料
）

‐
分
散
型
エ
ヤ
ー
シ
ス
テ
ム

•
製
紙
業

‐
蒸
気
ロ
ス
、
ド
レ
ン
障
害
解
消

沙
紙
工
程
の
改
善
、
黒
液
や
汚
泥
等
廃
棄
物
の
高
度
熱
利
用
、

‐
高
温
高
圧
回
収
ボ
イ
ラ
へ
の
更
新

•
セ
メ
ン
ト
製
造

‐
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
替
有
機
性
廃
棄
物
の
使
用
拡
大
（化

石
系
燃
料
の
低
減
⇒
廃
材
利
用
）

‐
高
効
率
粉
砕
機
/冷

却
機
等
の
導
入

‐
高
温
高
圧
回
収
ボ
イ
ラ
へ
の
更
新

・
S
飲
料

‐
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
導
入

‐
J

ク
レ
イ
ジ
ッ
ト
に
よ
る
C
O
2
相
殺

29

ボイラー大会資料.indb   75ボイラー大会資料.indb   75 2021/11/04   10:50:522021/11/04   10:50:52



－77－

ボイラー大会資料.indb   76ボイラー大会資料.indb   76 2021/11/04   10:50:522021/11/04   10:50:52



－77－

〔事例発表Ⅲ〕　

水素ボイラと電気ボイラ

三浦工業（株）
竹本　真典
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M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

4

2
燃
料
種
と燃

焼
に
お
け
る
CO

2発
⽣
量
の
関
係

項項
目目

単単
位位

石石
炭炭

ＡＡ
重重

油油
天天

然然
ガガ
スス

水水
素素

Ｃ
Ｏ

２
排
出
量

kg
-C
O 2

/蒸
気

t
３
５
５

２
４
３

１
６
１

０

蒸
気

１
ｔ

発
⽣

させ
る

た
め

の
燃

料
の

燃
焼

に
お

い
て

発
⽣

す
る

Ｃ
Ｏ

２
量

ＡＡ
重重

油油
２

４
３

削
減

量
＝

８
２

ｋ
ｇ

-Ｃ
Ｏ

２
／

蒸
気

ｔ
天天

然然
ガガ
スス

ＡＡ
重重

油油
水水

素素
２

４
３

０１
６

１

燃
料

転
換

に
よ

る
Ｃ

Ｏ
２
削

減
イン

パ
クト

天天
然然

ガガ
スス

１
６

１
水水

素素
０

削
減

量
＝

２
４

３
ｋ

ｇ
-Ｃ

Ｏ
２

／
蒸

気
ｔ

削
減

量
＝

１
６

１
ｋ

ｇ
-Ｃ

Ｏ
２

／
蒸

気
ｔ

●
Ａ

重
油

か
ら天

然
ガ

ス
へ

の
燃

料
転

換
に

よ
って

Ｃ
Ｏ

２
を

削
減

す
る

活
動

が
進

め
られ

て
き

ま
した

が
、

●
天

然
ガ

ス
か

ら水
素

へ
の

転
換

は
その

倍
の

Ｃ
Ｏ

２
削

減
イン

パ
クト

が
あ

り、
水

素
ボ

イラ
が

期
待

され
て

い
ま

す
。

※
蒸

気
圧

⼒
0.

7M
Pa

、給
水

温
度

20
℃

条
件

で
の

弊
社

試
算

値

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

3

1
産
業
用
ボ
イ
ラ
に
お
け
る
CO

2排
出
量
の
低
減

出
典

：
全

国
地

球
温

暖
化

防
止

活
動

推
進

セ
ン

タ
ー

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
（
ht
tp
:/
/
w
w
w
.jc
cc
a.
o
rg
/
）
よ
り

※
産

業
部

門
の

２
４

％
程

度
が

ボ
イラ

に
よ

る
も

の

ボ
イラ

か
らの

CO
2排

出
量

は
少

な
くは

な
く、

ロー
ドマ

ップ
に

沿
った

脱
炭

素
化

活
動

が
重

要

①
ボ

イラ
に

よ
る

直
接

CO
2排

出
量

は
少

な
くは

な
く、

脱
炭

素
へ

の
活

動
は

重
要

・約
６

，
６

０
０

万
トン

（
20

18
年

度
弊

社
調

べ
）

・国
内

の
総

排
出

量
の

６
％

に
相

当

②
ガ

ス
化

（
燃

転
）

、⾼
効

率
ボ

イラ
の

採
⽤

な
ど、

⾜
元

の
省

CO
2活

動
は

継
続

が
必

要

③
燃

料
の

脱
炭

素
化

は
、Ｃ

Ｎ
－

Ｌ
Ｎ

Ｇ
、合

成
メタ

ンだ
け

で
な

く、
近

い
将

来
は

水
素

直
接

利
⽤

が
目

標
とな

って
い

る
。ま

た
再

エ
ネ

電
⼒

の
活

⽤
も

重
要

出
典

：
2
0
5
0
年

に
向

け
た

ガ
ス

事
業

の
在

り
方

研
究

会
中
間
と
り
ま
と
め
よ
り

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
（
ht
tp
s:
/
/
w
w
w
.m
e
ti
.g
o
.jp
/
）
よ
り

水
素

ボ
イラ

、電
気

ボ
イラ

を
ご

紹
介

しま
す

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

2

1
ア
ジ
ェン
ダ

１
．

産
業

⽤
ボ

イラ
の

CO
2排

出
量

の
削

減
２

．
各

種
燃

料
の

燃
焼

時
の

CO
2排

出
量

３
．

水
素

燃
料

ボ
イラ

・弊
社

ライ
ンナ

ップ
・水

素
燃

料
特

有
の

機
器

特
徴

・導
⼊

例
４

．
電

気
ボ

イラ
・弊

社
ライ

ンナ
ップ

・電
気

ボ
イラ

の
特

徴
５

．
燃

料
焚

き
ボ

イラ
と電

気
ボ

イラ
⽐

較

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

三
浦

工
業

株
式

会
社

水
素
ボ
イ
ラ
と電

気
ボ
イ
ラ

テ
ー

マ
︓

20
50

年
カー

ボ
ンニ

ュー
トラ

ル
と産

業
⽤

ボ
イラ

ー

２
０

２
１

年
１

１
⽉

三
浦

工
業

株
式

会
社

水
素

・Ｆ
Ｃ

事
業

推
進

部
竹

本
真

典

第
５

９
回

全
⽇

本
ボ

イラ
ー

⼤
会

・パ
ネ

ル
デ

ィス
カッ

シ
ョン

資
料
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M
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RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

8

4
水
素
燃
料
ボ
イ
ラ
の
特
徴
（
３
）

３
）

水
素

は
断

熱
⽕

炎
温

度
が

⾼
く、

バ
ー

ナ
開

発
で

サ
ー

マ
ル

NO
x低

減
が

課
題

とな
りや

す
い

項項
目目

水水
素素

メメ
タタ
ンン

ププ
ロロ
パパ

ンン

断
熱
火
炎
温
度

［
℃

］
２
，
１
０
９

１
，
９
５
１

１
，
９
９
２

東
京

都
の

低
NO

x・
低

CO
2小

規
模

燃
焼

機
器

とし
て

認
定

を
受

け
る

・従
来

機
の

NO
x保

証
値

は
14

5p
pm

で
、都

市
部

に
導

⼊
が

で
き

な
い

仕
様

とな
って

い
た

。
・東

京
都

認
定

を
目

標
に

、5
0p

pm
未

満
の

仕
様

で
低

NO
x仕

様
を

開
発

した
。

＞
燃

焼
⽤

空
気

を
⾼

速
で

噴
出

す
る

こと
で

炉
内

の
燃

焼
ガ

ス
を

誘
引

し、
燃

焼
反

応
を

緩
慢

化
さ

せ
、局

所
的

な
⽕

炎
の

温
度

上
昇

を
抑

制
す

る
こ

とで
NO

xを
低

減
可

能
とし

た
。

弊
社

HP
よ

り

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

7

4
水
素
燃
料
ボ
イ
ラ
の
特
徴
（
２
）

２
）

水
素

は
燃

焼
範

囲
が

広
く、

運
転

停
⽌

時
に

滞
留

水
素

が
燃

焼
しな

い
よ

うパ
ー

ジ
を

す
る

項項
目目

水水
素素

メメ
タタ
ンン

ププ
ロロ
パパ

ンン

燃
焼
範
囲
（
下
限
－
上
限
）

［
％
－
Ｖ
ｏ
ｌ］

４
．
０
－
７
５
．
６

５
．
０
－
１
５
．
０

２
．
１
－
９
．
５

運
転

停
⽌

時
に

燃
料

配
管

に
残

留
す

る
水

素
を

窒
素

パ
ー

ジ
で

除
去

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

6

4
水
素
燃
料
ボ
イ
ラ
の
特
徴
（
１
）

１
）

水
素

は
燃

焼
速

度
が

速
く、

燃
料

配
管

で
の

逆
⽕

を
防

⽌
す

る
装

置
を

搭
載

して
い

る
項項

目目
水水

素素
メメ
タタ
ンン

ププ
ロロ
パパ

ンン

最
大
燃
焼
速
度

［
ｃ
ｍ
／
ｓ
］

３
４
６

４
３

４
７

水水
素素

流流
れれ

方方
向向

フフ
レレ
ーー
ムム
アア
レレ
スス
タタ燃燃

料料
配配

管管

燃
料

配
管

ライ
ンへ

の
逆

⽕
防

⽌
装

置
（

フレ
ー

ム
ア

レ
ス

タ）
の

搭
載

波波
板板

構構
造造

型型
をを
搭搭

載載

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

5

3
水
素
ボ
イ
ラ
ラ
イ
ン
ナ
ップ

SU
-2

50
H

SI
-2

00
0A

S
AI

-2
50

0 
16

S/
20

S
相
当
蒸
発
量

25
0 

kg
/h

2,
00

0 
kg

/h
2,

50
0 

kg
/h

熱
出
力

15
7 

kW
1,

25
4 

kW
1,

56
7 

kW
ボ
イ
ラ
種
類

簡
易
ボ
イ
ラ

小
型
ボ
イ
ラ

ボ
イ
ラ

取
扱
者
資
格

不
要

事
業
主
に
よ
る
「
特
別

教
育
」
受
講
者
以
上

ボ
イ
ラ
ー
取
扱
技
能
講

習
終
了
者

最
高
使
用
圧
力

0.
98

 M
Pa

0.
98

 M
Pa

1.
57

/1
.9

6 
M

Pa
水
素
使
用
量

59
.6

 N
m

3/
h

45
1.

7 
Nm

3/
h

57
6.

7 
Nm

3/
h

同
容
量
都
市
ガ
ス

ボ
イ
ラ

CO
2排

出
量

約
30

0ト
ン

/年
約

2,
20

0ト
ン

/年
約

2,
90

0ト
ン

/年

外
観
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M
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RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

（ ボ イ ラ ー 技 士

免 許 所 持 者 ）

（ ボ イ ラ ー 取 扱 技 能

講 習 修 了 者 ）

小
型

ボ
イラ

ー
（

特
別

教
育

を
受

け
た

者
）

簡
易

ボ
イラ

ー

12

7
電
気
ボ
イ
ラ
の
特
徴

１
）

取
扱

資
格

が
優

遇
され

て
い

る
貫

流
式

の
小

型
ボ

イラ
の

範
疇

で
出

せ
る

蒸
気

量
が

少
な

い
・

電
気

ヒー
タ出

⼒
が

２
０

０
ｋ

W
未

満
で

小
型

貫
流

ボ
イラ

の
範

疇
＞

相
当

伝
熱

⾯
積

０
．

０
５

ｍ
２

／
ヒー

タ出
⼒

ｋ
Ｗ

計
算

・
相

当
蒸

発
量

は
１

台
当

た
り３

０
０

ｋ
ｇ

／
ｈ

程
度

が
最

⼤
と考

え
られ

る
。

【貫
流

ボ
イラ

ー
】

０
５

１
０

３
０

（
伝

熱
⾯

積
ｍ

２
）

０
１

０
０

２
０

０
６

０
０

（
ヒー

タ出
⼒

ｋ
W

相
当

）

最 ⾼ 使 ⽤ 圧 ⼒
Ｍ

Ｐ
ａ

ボ
イラ

ー
（

小
規

模
ボ

イラ
ー

）

１
．

０

管
寄

せ
の

内
径

15
0m

m
を

超
え

る
多

管
式

の
も

の
を

除
く

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

11

6
電
気
ボ
イ
ラ
ラ
イ
ン
ナ
ップ

M
E-

10
M

E-
50

M
E-

10
0

相
当
蒸
発
量

15
 k

g/
h

76
 k

g/
h

14
9 

kg
/h

熱
出
力

9.
4 

kW
47

.6
 k

W
93

 k
W

ボ
イ
ラ
種
類

簡
易
ボ
イ
ラ

（
相
当
伝
面

0.
5m

2）
簡
易
ボ
イ
ラ

（
相
当
伝
面

2.
5m

2）
簡
易
ボ
イ
ラ

（
相
当
伝
面

4.
8m

2）

取
扱
者
資
格

不
要

不
要

不
要

最
高
使
用
圧
力

0.
59

 M
Pa

0.
59

 M
Pa

0.
69

 M
Pa

ヒ
ー
タ
出
力

10
 k

W
50

 k
W

96
 k

W

同
容
量
都
市
ガ
ス

ボ
イ
ラ

CO
2排

出
量

約
17

 ト
ン

/年
約

85
 ト
ン

/年
約

17
0 
ト
ン

/年

外
観

※
M

E-
10

、2
0、

30
、4

0、
50

の
うち

、
表

は
最

小
と最

⼤
の

機
種

を
記

載
して

い
ま

す
。

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

10

5
水
素
燃
料
ボ
イ
ラ
事
例
（
２
）

２
）

再
⽣

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
由

来
の

電
解

水
素

の
活

⽤
事

例
・

NE
DO

実
証

・⼭
梨

県
様

「水
素

社
会

構
築

技
術

開
発

事
業

／
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ス

テ
ム

技
術

開
発

／
CO

2フ
リー

の
水

素
社

会
構

築
を

目
指

した
P2

Gシ
ス

テ
ム

技
術

開
発

」

出
典
︓

国
立

研
究

法
人

新
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
産

業
技

術
総

合
開

発
機

構
Ｈ
Ｐ

ht
tp
s:/

/w
w
w
.n
ed

o.
go

.jp
/c
on

te
nt
/1
00

89
50

69
.p
df

余
剰

再
エ

ネ
水

素
を

熱
需

要
家

で
活

⽤
す

る
取

組
SU

-2
50

Ｈ
ご

採
⽤

今
後

、⼤
型

化
を

計
画

中
M

IU
RA

 C
o.

, L
td

.
Al

l R
ig

ht
s 

Re
se

rv
ed

.
9

5
水
素
燃
料
ボ
イ
ラ
事
例
（
１
）

１
）

副
⽣

水
素

の
活

⽤
事

例

製
造

工
程

で
副

⽣
水

素
が

発
⽣

す
る

需
要

家

水
素

燃
料

ボ
イラ

標
準

燃
料

焚
き

ボ
イラ

燃
料

タン
ク

標
準

燃
料

（
化

⽯
燃

料
）

・水
素

燃
料

ボ
イラ

が
稼

働
して

、標
準

燃
料

焚
き

ボ
イ

ラの
燃

料
の

焚
き

減
らし

が
で

き
、燃

料
費

⽤
削

減
と

CO
2削

減
を

す
る

こと
が

で
き

る
。

・現
在

の
導

⼊
実

績
の

ほ
とん

どが
この

ケ
ー

ス

水
素
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M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.ご
清

聴
有

難
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

15

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

SQ
-2

00
0A

S
SI

-2
00

0A
S-

H2
M

E-
10

0
相
当
蒸
発
量

2,
00

0 
kg

/h
2,

00
0 

kg
/h

14
9 

kg
/h

熱
出
力

1,
25

4 
kW

1,
25

4 
kW

93
 k

W

総
電
気
容
量

12
.5

 k
W

15
.5

kW
96

.7
 k

W

14

8
燃
料
焚
き
・電
気
式
の
ボ
イ
ラ
⽐
較

ま
とめ

・
水

素
ボ

イラ
は

、従
来

燃
料

焚
き

ボ
イラ

と同
様

に
⼤

容
量

の
蒸

気
を

発
⽣

させ
る

こと
が

で
き

る
が

、水
素

燃
料

は
これ

か
らの

普
及

とな
る

た
め

、現
時

点
で

は
中

・⻑
期

の
計

画
とし

て
考

え
る

ケ
ー

ス
が

多
い

。
・

電
気

ボ
イラ

は
、必

要
蒸

気
量

を
得

る
た

め
に

は
、設

置
台

数
（

⾯
積

）
や

⼤
き

な
受

電
設

備
が

必
要

に
な

る
ケ

ー
ス

が
多

い
が

、既
存

の
技

術
で

再
⽣

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
由

来
の

電
⼒

を
活

⽤
で

き
る

。

M
IU

RA
 C

o.
, L

td
.

Al
l R

ig
ht

s 
Re

se
rv

ed
.

13

7
電
気
ボ
イ
ラ
の
特
徴

２
）

これ
ま

で
の

ニー
ズ

は
小

容
量

が
多

く、
⼤

型
の

産
業

⽤
ボ

イラ
利

⽤
は

少
な

い
・

クリ
ー

ンル
ー

ム
、研

究
機

関
な

どの
少

量
蒸

気
利

⽤
⽤

途
・

限
定

され
た

場
所

、⽤
途

で
の

附
帯

機
器

利
⽤

＞
た

とえ
ば

、温
浴

施
設

内
の

ス
チ

ー
ム

サ
ウナ

等

【簡
易

・小
型

貫
流

ボ
イラ

ー
（

蒸
気

式
）

出
荷

基
数

】
（

単
位

︓
基

、％
）

※
（
一

社
）
日

本
ボ
イ
ラ
協

会
「
ボ
イ
ラ
ー
年

鑑
（
令

和
２
年

度
版

）
」
よ
り
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〔事例発表Ⅳ〕　

産業用ヒートポンプの現状と将来

名古屋大学大学院
渡邉　澂雄
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4

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

の
原

理

エ
ネ
ル
ギ
ー
保
存
則

Q
h
=
 
Q
l
+
 
E

•
高
温
熱
源

•
低
温
熱
源

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ

熱
を
く
み
上
げ
る

吸
熱
:
Q
l

排
熱
:
Q
h

高
温
（
T
h
）
熱
源

低
温
（
T
l
）
熱
源

電
力
:
E

蒸
発

器

凝
縮

器
ま

た
は

気
体

冷
却

器
*

圧
縮

機
膨

張
弁

低
温
で
熱
を
吸
収

高
温
で
熱
を
排
出

高
圧

気
体

高
圧

液
体
（
気
体
*
）

低
圧

液
体

＋
気
体

低
圧

気
体

電
力

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
サ
イ
ク
ル

冷
媒
の
流
れ＊
：

C
O
2
給
湯
機
な
ど
超
臨
界
の
場
合


本
講
演
で
は
、
産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
現
状
と
将
来
に
つ
い
て

述
べ
る
。

3

産
業
用
ヒ
ー
ト

ポ
ン

プ
の

現
状

と
将

来


特
に
産
業
分
野
に
お
い
て
は
、
温
水
の
供
給
・
循
環
加
熱
、
熱
風

の
供
給
・
循
環
加
熱
、
蒸
気
供
給
・
再
圧
縮
な
ど
、
高
温
の
熱
を

発
生
す
る
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
が
、
大
幅
な
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
実
現
で

き
る
も
の
と
し
て
適
用
拡
大
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。


投
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
何
倍
も
の
熱
を
汲
み
上
げ
る
こ
と
の
で
き
る

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
は
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
C
O
2
排
出
量
削
減
お
よ
び
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
を
促
す
キ
ー
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
位
置
付

け
ら
れ
る
。

発
表

内
容

1
.
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
の

原
理

2
.
産

業
用

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

の
適

用
事

例
と

開
発

状
況

3
.
産

業
用

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

導
入

の
着

眼
点

4
.
今

後
の

普
及

の
見

通
し

5
.
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
の

C
O
P
と

発
熱

量
当

た
り

の
C
O
2排

出
量

6
.
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
の

C
O
P
と

発
熱

量
当

た
り

の
ラ

ン
ニ

ン
グ

コ
ス

ト
7
.
お

わ
り

に

産
業

用
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
の

現
状

と
将

来

1

2
0
2
1
年
1
1
月
2
6
日
(
金
)

国
立
大
学
法
人

東
海

国
立

大
学

機
構

名
古
屋
大
学

大
学

院
工

学
研

究
科

客
員
教

授
渡

邉
澂

雄

第
5
9
回

全
日
本
ボ
イ
ラ
ー
大
会

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
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8
Au

st
ria

n 
In

st
itu

te
 o

f T
ec

hn
ol

og
y 

G
m

bH
, D

ry
Fi

ci
en

cy
pr

es
en

ta
tio

n,
 a

va
ila

bl
e 

fro
m

 <
ht

tp
://

dr
y-

f.e
u/

Po
rta

ls
/0

/D
ry

F_
G

en
er

al
%

20
pr

es
en

ta
tio

n.
pd

f>

澱
粉
の
乾
燥
を
A
G
R
A
N
A
社
で
，
レ
ン
ガ
の
乾
燥
を
W
I
E
N
E
R
B
E
R
G
E
R
社
で
，

そ
し
て
，
ペ
ッ
ト
フ
ー
ド
の
乾
燥
を
M
A
R
S
社
で
実
証
し
た
．
（
2
0
2
0
年
）

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
に
よ
る
産
業
プ
ロ
セ
ス
の
低
炭
素
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

“D
ry

Fi
ci

en
cy

”
E
U
に
お
け
る
排

熱
利

用
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

7


E
U
で

は
、

年
間

1
7
5
T
W
h
の

プ
ロ

セ
ス

加
熱

が
ボ

イ
ラ

ー
に

よ
っ

て
行

わ
れ

て
い

る
。


低

温
の

排
熱

は
、

価
値

の
あ

る
エ

ネ
ル

ギ
ー

源
で

あ
り

、
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
の

熱
源

と
し

て
利

用
す

れ
ば

、
プ

ロ
セ

ス
加

熱
の

省
エ

ネ
を

達
成

で
き

る
。

M
ic

ha
el

 B
AN

TL
E,

 C
hr

is
tia

n 
SC

H
LE

M
M

IN
G

ER
, C

ec
ilia

 G
AB

R
IE

LI
I, 

M
ar

ce
l A

H
R

EN
S,

 “T
ur

bo
-c

om
pr

es
so

rs
 fo

r R
-

71
8:

 E
xp

er
im

en
ta

l e
va

lu
at

io
n 

of
 a

 tw
o-

st
ag

e 
st

ea
m

 c
om

pr
es

si
on

 c
yc

le
”, 

M
an

us
cr

ip
t I

D
: 9

73
, 

D
O

I:1
0.

18
46

2/
iir

.ic
r.2

01
9.

09
73

 

ププロロセセスス熱熱
（（TTJJ//YYeeaarr））

排排熱熱
（（TTJJ//YYeeaarr））

ヒヒ
ーー

トト
ポポ

ンン
ププ

6

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

の
冷

温
同

時
利

用

凝
縮
器

蒸
発
器

冷
風

ま
た

は
温

風

雰
囲

気

空
気
熱

交
換
器

柴
芳
郎
、
谷
藤

浩
二
、
中
山

浩
，
洗
浄
工
程
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
開
発
と
導
入
，
2
0
1
2
年
度
日
本

冷
凍
空
調
学
会
年
次
大
会
講
演
論
文
集

．
5

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の

理
論

C
O
P


冷
却
C
O
P
：
冷
却
能
力
／
電
力

=
Q
l
/
E
=
T
ｌ
/
(
T
h
-
T
l
)

絶
対

温
度

T(
K)

=摂
氏

温
度

t (
℃

)+
27

3.
15

エ
ネ
ル
ギ
ー
保
存
則

Q
h
=
 
Q
l
+
 
E


加
熱
C
O
P
：
加
熱
能
力
／
電
力

=
Q
h
/
E
=
T
h
/
(
T
h
-
T
l
)


高
温
熱
源
と
低
温
熱
源
の
温
度
差

を
小
さ
く
す
る
と
C
O
P
が
増
加

→
排
熱
の
利
用

成
績
係
数
：
C

O
P；

C
oe

ffi
ci

en
tO

fP
er

fo
rm

an
ce


冷
温
同
時
利
用
の
C
O
P
：

(
加
熱
能
力
+
冷
却
能
力

)
/
電
力

=
(
Q
h
+
Q
l
)
/
E
=
(
T
h
+
T
ｌ
)
/
(
T
h
-
T
l
)

高
温

熱
源

と
低

温
熱

源
の

温
度

差
（

温
度

リ
フ

ト
）

に
反

比
例

す
る

。
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H
F
O
系
R
1
3
3
6
m
z
z
(
Z
)
と
H
F
C
系
R
2
4
5
f
a
の
特
性
比
較

12

R
1
3
3
6
m
z
z
(
Z
)

R
2
4
5
f
a

沸
点
：
T
b
(
o
C
)

3
3
.
3
8

1
5
.
1
4

臨
界
温
度
：
T
c
r
(
o
C
)

1
7
1
.
2
8

1
5
4
.
0
1

臨
界
圧
力
：
P
c
r
(
M
P
a
)

2
.
9
0
1

3
.
6
5
1

分
子
式

Z
-
C
F
3
C
H
==
C
H
C
F
3

C
H
F
2
CH

2
C
F
3

燃
焼
限
界

N
o
n
e

N
o
n
e

許
容
濃
度

(
p
p
m
v
)

5
0
0

3
0
0

安
全
性
分
類

A
1

B
1

大
気
寿
命
（
年
）

0
.
0
6

(
2
2
 
日
)

7
.
7

地
球
温
暖
化
係
数
(
G
W
P
1
0
0
)

2
8
5
8

M
. N

ils
so

n 
et

 a
l.,

 O
.3

.4
.2

, 1
2t

h 
IE

A 
He

at
 P

um
p 

Co
nf

er
en

ce
 (2

01
7)

 

炭
素
の
二
重
結
合

温
度
リ
フ
ト
に
対
す
る
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の

C
O

Pの
測
定
値

（
低

G
W

P冷
媒
の

R
13

36
m

zz
(Z

) と
H

FC
冷
媒
の

R
24

5f
aと

の
比
較
） 11

M
. N

ils
so

n 
et

 a
l.,

 O
.3

.4
.2

, 1
2t

h 
IE

A 
He

at
 P

um
p 

Co
nf

er
en

ce
 (2

01
7)

 
温
度

リ
フ

ト
（

℃
）

R
13

36
m

zz
(Z

)

R
24

5f
a

C
O
P
＝
３

温
度
リ
フ
ト
=
5
5
 
℃

10

レ
シ
プ
ロ
式
高
温
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
外
観
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー

M
. N

ils
so

n 
et

 a
l.,

 O
.3

.4
.2

, 1
2t

h 
IE

A 
He

at
 P

um
p 

Co
nf

er
en

ce
 (2

01
7)

 

9

水

給
気

蒸
発

器

凝
縮

器

高
温

水
回

路

湿
っ

た
澱

粉

乾
燥

し
た

澱
粉

ボ
イ

ラ
ー

蒸
気

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

流
動

乾
燥

機排
気

給
気

出
典
：

Ve
ro

ni
ka

 W
IL

K,
 M

ich
ae

l L
AU

ER
M

AN
N,

 F
ra

nz
 H

EL
M

IN
GE

R,
 “D

ec
ar

bo
ni

za
tio

n 
of

 in
du

st
ria

l 
pr

oc
es

se
s w

ith
 h

ea
t p

um
ps

”, 
M

an
us

cr
ip

t I
D:

 8
32

 D
OI

: 1
0.

18
46

2/
iir

.ic
r.2

01
9.

08
32

.

高
温
空
気
に
よ
る
澱
粉
の
乾
燥
工
程
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16

産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
導
入
の
着
眼
点

渡
邉
澂
雄
，
産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
技
術
動
向
と
導
入
の
着
眼
点
，
＜
特
集
＞
も
の
づ
く
り
プ
ロ
セ
ス
を
革
新

す
る
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
，
冷
凍
2
0
1
6
年
1
0
月
号
第
9
1
巻
1
0
6
8
号


ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
適
用
を
検
討
す
る
個
別
の
製
造
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
、

熱
需
要
の
形
態
（
温
度
領
域
、
熱
量
、
運
用
方
法
）
を
よ
く
調
査
し
て
、

把
握
す
る
。


最
適
な
熱
源
（
温
排
水
、
温
排
風
、
工
場
建
屋
内
空
気
な
ど
）
を
確
保
す

る
と
と
も
に
、
可
能
な
範
囲
で
加
熱
と
冷
却
の
同
時
利
用
を
検
討
す
る


排
熱
利
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
熱
源
に
関
し
て
は
、
必
要
な
熱
量
を
な
る
べ

く
高
い
温
度
で
連
続
的
に
確
保
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。


ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
設
置
場
所
と
加
熱
負
荷
の
必
要
な
場
所
、
熱
源
を
利
用

す
る
場
所
（
ま
た
は
、
冷
却
負
荷
の
必
要
な
場
所
）
と
の
位
置
関
係
が
シ

ス
テ
ム
全
体
の
初
期
投
資
に
大
き
く
影
響
す
る
。
こ
れ
ら
が
集
中
し
て
い

れ
ば
、
配
管
設
備
な
ど
が
小
規
模
に
な
り
、
初
期
投
資
を
抑
え
る
こ
と
が

で
き
る
。


水
質
に
よ
っ
て
間
接
熱
交
換
器
な
ど
の
付
帯
設
備
が
、
稼
働
条
件
に
よ
っ

て
蓄
熱
槽
な
ど
の
付
帯
設
備
が
必
要
と
な
る
。
既
存
設
備
へ
の
適
合
や
シ

ス
テ
ム
全
体
の
制
御
を
考
慮
し
た
事
前
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

15

低
圧
側
体
積
流
量

0
.
2
2
 
m
3
/
s
e
c

(
7
9
2
 
m
3
/
h
)

質
量
流
量

4
5
0
-
5
5
0
 
k
g
/
h

圧
縮
比

2
.
5
（
空
気
）

圧
縮
機
の
断
熱
効
率

7
4
.
5
 
%

加
熱
能
力

3
0
0
 
k
W

温
度
リ
フ
ト

2
5
 
K

モ
ー
タ
ー

電
圧

6
5
0
V
o
l
t
 
D
C

同
回
転
数

1
2
,
0
0
0
 
r
p
m

遊
星
歯
車

伝
達
比

7
.
5

同
機
械
効
率

9
8
%

イ
ン
ペ
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縮
に
よ
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
回
収
す
る

過
熱
水
蒸
気
乾
燥
シ
ス
テ
ム

湿
っ

た
製

品

乾
燥

し
た

製
品

過
熱
水
蒸
気

乾
燥
機

乾
燥

機
か

ら
の

余
剰

水
蒸

気

プ
ロ

セ
ス

水
蒸

気

凝
縮
物

タ
ー
ボ
圧
縮
機

（
ペ
ッ
ト
フ
ー
ド
）

1
2
0
℃

1
5
5
℃

水
注
入

タ
ー
ボ
圧
縮
機

M
ic

ha
el

 B
AN

TL
E,

 C
hr

is
tia

n 
SC

H
LE

M
M

IN
G

ER
, C

ec
ilia

 G
AB

R
IE

LI
I, 

M
ar

ce
l A

H
R

EN
S,

 “T
ur

bo
-c

om
pr

es
so

rs
 fo

r R
-

71
8:

 E
xp

er
im

en
ta

l e
va

lu
at

io
n 

of
 a

 tw
o-

st
ag

e 
st

ea
m

 c
om

pr
es

si
on

 c
yc

le
”, 

M
an

us
cr

ip
t I

D
: 9

73
, 

D
O

I:1
0.

18
46

2/
iir

.ic
r.2

01
9.

09
73

 水
蒸
気
の
再
圧
縮
循
環
利
用

H
FO

: H
yd

ro
Fl

uo
ro

O
le

fin
, H

C
FO

: H
yd

ro
C

hl
or

oF
lu

or
oO

le
fin

O
le

fin
: 炭

素
の
二
重
結
合
(
>
C
=
C
<
)
を
持
つ
炭
化
水
素
化
合
物

大
気
中
で
分
解
し
や
す
い
→
大
気
寿
命
が
小
さ
い
→
G
W
P
小
さ
い

自
然
冷
媒
：
自
然
界
に
元
々
存
在
→
ア
ン
モ
ニ
ア
，
プ
ロ
パ
ン
，
C
O
2

C
FC

: C
hl

or
oF

lu
or

oC
ar

bo
n,

 H
C

FC
: H

yd
ro

C
hl

or
oF

lu
or

oC
ar

bo
n,

水
素

塩
素

フ
ッ
素

炭
素
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オ
ゾ
ン
層
破

壊
効
果
：
有

C
FC

s 
 

H
C

FC
s

オ
ゾ
ン
層
破

壊
効
果
：
無

地
球
温
暖
化

効
果
：
高

H
FC

s

オ
ゾ
ン
層
破

壊
効
果
：
無

地
球
温
暖
化

効
果
：
低

H
FO

s 
H

C
FO

s 
自
然
冷
媒

地
球
温
暖
化
効
果
の
低
い
冷
媒
の
採
用

1
9
9
0
年

全
廃

2
0
2
0
年

全
廃

モ
ン
ト
リ

オ
ー
ル

議
定
書

1
9
8
7
年

H
FC
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yd

ro
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ar

bo
n

2
0
2
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年

H
F
C
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%
削
減

2
0
3
4
年
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減
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0
3
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年

H
F
C
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5
%
削
減

モ
ン
ト
リ

オ
ー
ル

議
定
書

キ
ガ
リ
改
正
2
0
1
6
年
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暖
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進
本
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化
対
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画
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1
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6
7
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環
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電
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業
連
合
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5
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ネ
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に
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ネ
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に
よ
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エ
ネ
量
で
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排
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減
量
は
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該
省
エ
ネ
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に
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い
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計
算

17


ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
高
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
活
か
し
た
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス

ト
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
す
た
め
に
は
、
稼
働
時
間
が
長
い
ほ
ど
有
利
で
あ
る
。

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
を
な
る
べ
く
高
い
効
率
で
連
続
稼
働
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、

投
資
回
収
期
間
を
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
導
入
の
着
眼
点

渡
邉
澂
雄
，
産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
技
術
動
向
と
導
入
の
着
眼
点
，
＜
特
集
＞
も
の
づ
く
り
プ
ロ
セ
ス
を
革
新

す
る
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
，
冷
凍
2
0
1
6
年
1
0
月
号
第
9
1
巻
1
0
6
8
号


ボ
イ
ラ
と
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
方
式
も
検
討
し
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
に
ベ
ー
ス

ロ
ー
ド
運
転
を
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
例
え
ば
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ

に
C
O
P
が
高
く
な
る
比
較
的
低
温
領
域
の
加
熱
を
分
担
さ
せ
、
そ
の
後
に
、

必
要
な
高
温
度
ま
で
の
加
熱
を
ボ
イ
ラ
に
分
担
さ
せ
る
こ
と
が
有
効
で
あ

る
。


冷
温
熱
同
時
利
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
稼
働
率
に
は
、
加
熱
負
荷
と
冷
却
負

荷
の
バ
ラ
ン
ス
が
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
。
加
熱
負
荷
と
冷
却
負
荷
の
発

生
す
る
時
刻
お
よ
び
熱
量
の
変
動
に
適
応
し
た
シ
ス
テ
ム
と
制
御
を
構
築

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
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排
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2
5
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O
2
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k
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達
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ヒ
ー
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ポ
ン
プ
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高
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エ
ネ
ル

ギ
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率
に
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り
、
大
幅
な
C
O
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排
出
量
削
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や
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
低

減
が
可
能
と
な
り
、
産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
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普
及
は
進
ん
で
い
く
と
考

え
ら
れ
る
。


産
業
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
は
、
ボ
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ラ
ー
蒸
気
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ス
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ム
に
お
け
る
水
蒸
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再
圧
縮
機
の
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用
や
C
O
2
冷
媒
給
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ヒ
ー
ト
ポ
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プ
に
よ
る
ボ
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ー
給

水
予
熱
な
ど
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
と
ボ
イ
ラ
ー
を
組
み
合
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せ
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よ
り
、

幅
広
い
用
途
で
C
O
2
排
出
量
削
減
や
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
低
減
を
実
現
で

き
る
と
考
え
ら
れ
る
。
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ボイラー取扱いトレーニング・シミュレータのご案内 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ボイラー取扱いトレーニング・シミュレータ画面例（抜粋） 

～空燃比調整画面～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．期待できる効果 

  

 

 

  

 

 

3．販売価格        一般向け   \150,000 円 （税・送料込） 

会員向け   \130,000 円 （税・送料込） 

 

   お申込みは  一般社団法人 日本ボイラ協会 技術普及部へ  電話 03-5473-4510 

本シミュレータは，2 級ボイラー技士の免許を取得する際に受講する「ボイラー実技

講習」の缶前講習で使用されるシミュレータで，日本ボイラ協会が製作し補完的に使用

することができるシミュレータです。講習に合わせ最も汎用的な A 重油焚き炉筒煙管ボ

イラーをベースとしています。 

各部のリアルな操作・応答時間を考慮した動作，アニメーションと音声を使った臨場

感あふれるボイラーシミュレータとなっています。 

燃焼制御は 3 位置制御(ハイ・ロー・オフ制御)で，手動点火操作と手動消火操作が可

能であり，給水制御はオンオフ制御（給水ポンプの起動停止）のボイラーシミュレータ

です。 

 実際のボイラーを運転操作する前に，本シミュレータによる反復学習を通して 2 級ボイラー

技士に必要とされるボイラー運転操作の基本に習熟することができます。 
   

シミュレータによる学習で，運転操作を「カラダ」に覚え込ませた後，実際のボイラーの構造・ 

各種機器の仕様・運転操作の詳細を知ることで，より早く実缶の運転操作が可能となります。 

 ボイラ協会発行の「最短合格!! 2 級ボイラー技士試験」と併用すると理解が早まります。 
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